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前文

本文書、気候変動に関する政府間ﾊﾟﾈﾙ(IPCC)技術報告書「 CO2 排出抑制案の意義」は、IPCC

技術報告書ｼﾘｰｽﾞの４番目の報告書であり、国連気候変動枠組条約(UN/FCCC)の締約国会議

(COP)の補助機関、科学的・技術的助言のための補助機関(SBSTA)よりの要請に応じて作成さ

れた。

技術報告書は、COPの機関からの要請、もしくはIPCC事務局での合意、あるいはIPCCの決定

により作成作業開始となる。報告書は、IPCC評価報告書および特別報告書の中に既にある資

料に基づいており、その目的のために選ばれた代表執筆者によって書かれる。報告書は専門

家と政府による同時差読を受け、その後、最終的な政府差読を受ける。本報告書へのｺﾒﾝﾄは、

初期差読として34カ国 77名の差読者から受けている。IPCC の事務局は、技術報告書の最終

編集において代表執筆者がこれら差読ｺﾒﾝﾄを適切に取り扱っていることを確認するため、編

集委員会の役割を果たす。

事務局は、その第１４回総会（ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞ、1997年 9 月 21 日）で会合し、最終の政府査読で受

け取った主要なｺﾒﾝﾄを検討した。その結果と要請の下に、代表執筆者は技術報告書の最終版

を作成した。事務局は、合意された手続きが守られたことに満足の意を表し、本報告書のSBSTA

への提出とそれに引き続いての発表に認可を与えた。

多くの時間を費やされ、与えられた短かい期間で日程通りに報告書を完成された代表執筆者

に負うことは大きく、深く感謝する。作成努力を管轄したIPCC作業部会１の共同議長、ｼﾞｮﾝ･

ﾎｰﾄﾝ氏、ｷﾞﾙﾊﾞﾝ･ﾒｲﾗ･ﾌｨﾛ氏、および発表にための図を作成された英国気象庁のｸﾞﾗﾌｨｯｸｽﾀﾃﾞｨ

ｵの職員、報告書の作成にあたって統括代表執筆者の補佐をしたｸﾞﾘｽﾃｨｰ･ﾃｨｯﾄﾞ、ﾘｻ･ﾊﾞﾄﾗｰ両

氏、そして特に報告書の質の高さと期限厳守を追求されてきたIPCC作業部会１ﾃｸﾆｶﾙｻﾎﾟｰﾄﾁｰ

ﾑのなかのﾃﾞﾋﾞｯﾄﾞ・ｸﾞﾘｯｸﾞｽ、ﾏﾘｱ・ﾉｹﾞｰﾙ、ｱﾝ･ﾑﾘﾙ３氏に感謝する。

B.ﾎﾞｰﾘﾝ、IPCC議長 N.ｻﾝﾄﾞﾗﾗｰﾏﾝ、IPCC事務局長
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T o m  M .  L .  W i g l e y

Atul K. Jain

Fortunat Joos
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１．はじめに

1.1　背景

　本技術報告書は、国連気候変動枠組条約(UN /FCCC)締約国会議(COP)の科学的・技術的助言

のための補助機関(SBSTA) よりの要請で作成された。SBSTAは、その第二回会合（ｼﾞｭﾈｰﾌﾞ、

1996年 2月 27日ー3月 4日）で、 IPCCに対し、付属書I諸国1による温室効果ｶﾞｽ排出2抑制

の諸提案で、予測されている気温上昇、海面上昇、他の気候変動§3の重要性を評価すること

を要請した。IPCC事務局は、その第10回会合（ｼﾞｭﾈｰﾌﾞ、1996年 3月 28-29日）で、この要

請に応えるための技術報告書の作成を承認した。

　上記主題に関する有用な技術報告書を作成する上で、初めに問題となったのは、その時点

で作成されていたどの排出抑制策も、2010年以降まで延長した期間のものではなかったこと

である。二酸化炭素(CO2)に関して言えば、仮に2010年の時点で、排出量に大きな差が存在

したとしても、大気中のCO2・気象・海面の変化の反応は、その排出量の変化に対し緩慢なた

め、2010年の時点でのCO2濃度、地球平均気温、地球平均海面ﾚﾍﾞﾙの違いは、比較的小さい

ものとなるだろう。温室効果ｶﾞｽ排出量の変化、特にCO2排出量の変化の結果が、気象ｼｽﾃﾑの

上で完全に具現化するには数十年から数百年かかる。したがって、気候変動や海面上昇で意

味のある計算を行うには、20-30年より長期の情報が求められる。このため、分析を進めるに

は、期間を延長した一連の排出削減ｼﾅﾘｵ§が、必要となってくる。2010年以後の情報を得る

ためには、 SBSTAからの更なる指針が必要なことが、IPCC第 12回会合（ﾒｷｼｺｼﾃｨｰ、1996年 9

月 11ー13日）の会期中に、決議された。

　SBSTAは、その第4回会合（ｼﾞｭﾈｰﾌﾞ、1996年 12月 16ー18日）でこの問題を討議した。こ

の時点では、ﾍﾞﾙﾘﾝﾏﾝﾃﾞｰﾄ4ｱﾄﾞﾎｯｸｸﾞﾙｰﾌﾟ(AGBM)により、排出抑制策の追加提案が表の形にま

とめられており、1997年 1月 31日付文書「議定書または他の法的文書の要点に関する締約国

への提案の枠組集」(FCCC/AGBM/1997/2）としてまとめられていた。本技術報告書では、これ

ら提案から引き出されたｼﾅﾘｵについてより詳しい検討を行った。 FCCC/AGBM/1997/2では、２

                                                
1 　本報告書では、「国、諸国」をしばしば FCCC の用語「条約締約国」と同義で使う。
2 　FCCC の第 17 条（「議定書」）の下での提案。ここでは「排出抑制案」と称する。これらには、

付属書 I 諸国に対する排出制限（ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ予測との比較）の案とともに、付属書 I 諸国による 1990

年との比較での排出の絶対的削減についての案も含まれる。FCCC が使用する用語「数量目的」

（QELROs）は同じ意味をもつが、一般の読書には明確性が劣る。「議定書」という言葉は、より広

い意味を持つため使われない。

3 　以後§印の用語は用語集（付録ー４）に解説される。
4 　ﾍﾞﾙﾘﾝ・ﾏﾝﾃﾞｰﾄ： 条約の第４条、2(a)と(b)項の適切性を、議定書やそれに続く決議に関する

提案を含め、検討。
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つの締約国（ﾌﾗﾝｽ、ｵﾗﾝﾀﾞ）が、時間的な枠組みを設定しない提案を行っている。これら提案

は、付属書I諸国による排出抑制策が気候や海面水準に及ぼす影響の研究に使用するのに適

しており、このため、本技術報告書でも、その研究の主な基盤として利用されている。

　本報告書の初稿（1997年 4月 16日）が書かれた後で、 7つの締約国から、本技術報告書

に関する文書がFCCCに提出された。（FCCC/SBSTA/1997/MISC2、1997年 2月 17日付けに含む）

これら文書は、採用すべき排出ｼﾅﾘｵに関する、各国の多様な見方を示すものであった。SBSTA

は、その第5回会合（ｼﾞｭﾈｰﾌﾞ、1997年 2月 24-28日）で、本技術報告書の作成にあたり、「IPCC

がこれら提出文書を考慮し、適当と思われる場合は報告書に反映させることを求める」とし

た（1997年 4月 7日付け、FCCC/SBSTA/1997/4、26(n)項参照）ため、これら提出文書につい

て検討がなされた。これに引き続き、AGBMの第 6回会合（ﾎﾞﾝ、1997年 3月 3-7日）の報告書

「議定書ないし他の法的文書への提案ー議長による交渉ﾃｷｽﾄ」(FCCC/AGBM/1997/3Add.１）

1997年 4月 22日付けの付属書において、幾つかの新しい提案の提出やすでに提出された提案

の撤回がなされた。われわれは、可能な限り交渉過程に忠実であるがために、付属書Aの中

でこれら最新提案の概要を取り上げ、それらが本技術報告書で詳細に検討されている排出抑

制策とどう関っていくかについても含めることとした。

1.2　目的

　本技術報告書は、付属書I諸国からのCO2排出について提案されている抑制策の、地球規模

CO2排出に対する影響について、情報を提供し、さらにはこれら排出抑制策が、 CO2濃度にお

よぼす結果についての情報を提供することを、目的としている。本報告書はまた、 多様な排

出抑制案の下での地球規模排出を、 CO2濃度安定（参照：FCCCの第二条
5）への要求事項と比

較して議論し、提案されているCO2排出抑制策が、地球平均気温や海面水準におよぼす影響に

ついての計算結果も、示すこととする。

　ここで留意されたいことは、IPCC技術報告書に求められているものの一つが、既にIPCC

評価報告書や特別報告書に記載された資料だけに基づいたものでなければならないという事

である。したがって、ここで述べている結論は、これら先行する報告書と合致したものとな

っている。さらに注意を払う必要があるのは、全ての排出抑制案が、1995年 6月 6日付けのﾍﾞ

ﾙﾘﾝﾏﾝﾃﾞｰﾄ（、FCCC/CP/1995/7/付属書1、決定1･CP.1）での合意により、付属書I諸国のみ

を対象としている一方で、地球規模のCO2濃度や気象への影響の分析を行うためには、地球規

                                                
5 　第２条の記述：本条約およびこれに関連して締約国が採用する法的文書の究極の目的は、条約

の関連の条章によれば、大気中の温室効果ｶﾞｽ濃度を気象ｼｽﾃﾑに危険な人為的干渉をおこさせないよ

うな一定ﾚﾍﾞﾙでの安定化である。そのﾚﾍﾞﾙは、生態系が気候変動に自然に適応でき、食糧生産が脅

かされないことを確かなものとし、持続的な経済発展が可能となるような時間的枠組みで達成され

なければならない。
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模の排出を採用する必要があったことである。非付属書I諸国からの排出に関しては、正式

な提案はなされていないため、「気候変動対策なし」のIS92a,c,e ｼﾅﾘｵ6における非付属書I

諸国からの排出と、種々の抑制案における付属書I諸国からの排出とを、組み合わせて、こ

れら地球規模の値を求めた。（ﾎﾞｯｸｽ参照）

ﾎﾞｯｸｽ: 　I S 9 2 排出ｼﾅﾘｵ

IPCCの６つのｼﾅﾘｵ IS92a-f （Leggett他, 1992年、 IPCC科学的評価書、以後IPCC92と称

する、の付帯報告書）は、すでに適用されているもの以外に気候変動対策をとらなかった場

合、将来の温暖化ｶﾞｽ排出が、どう展開するかに影響を与える広範囲な仮定条件を表したもの

である。これらｼﾅﾘｵを作成する上での仮定条件である、経済成長、ｴﾈﾙｷﾞｰ供給、人口増加予

測の概要を、表-4に示した。IS92 ｼﾅﾘｵで考慮されているものは：

＊　ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ議定書のﾛﾝﾄﾞﾝ修正書

＊　世界銀行と国連の人口増加予測

＊　IPCCのｴﾈﾙｷﾞｰと産業部門分科会報告（IPCC-EIS、1990年）

＊　旧ソ連、東欧諸国、および中近東の政治的、経済的変革

＊　熱帯雨林の森林後退や、温室効果ｶﾞｽの排出源と吸収源についてのﾃﾞｰﾀ

全体として、ｼﾅﾘｵが示していることは、新しくそして明白な抑制策がとられない限り、温室

効果ｶﾞｽの排出は、次の世紀中、相当程度上昇がするだろうということだ。

IS92aと IS92b：これらのｼﾅﾘｵは、他の IS92 ｼﾅﾘｵと比べて中間的な排出予測をしている。IS92b

と IS92aの主な違いは、IS92bが 1992年の時点での、OECD諸国のCO2排出安定の公約を考慮

している点だ。

IS92c：本ｼﾅﾘｵは、人口増加と経済成長を最も低くみており、化石燃料供給でも厳しい制約を

予測している。この結果、これは、最も排出の少ないｼﾅﾘｵで、唯一排出傾向の減少を示すｼﾅ

ﾘｵとなっている。

IS92d：本ｼﾅﾘｵは、IS92cの低い人口増加率を使う一方で、経済成長率を高く見ており、２番

目に予測排出が小さいものだ。

IS92e：本ｼﾅﾘｵは、人口増加は中位、経済成長率を高位、化石燃料供給も十分と予測した。し

たがって、本ｼﾅﾘｵは将来の排出を最も高く予測するものだ。

IS92f：本ｼﾅﾘｵは、IS92 ｼﾅﾘｵで最も高い人口増加予測を使い、経済成長予測は低くみている。

これは、排出が２番目に高いｼﾅﾘｵだ。

                                                
6 　地球規模排出を計算する他の方法で同ﾚﾍﾞﾙのものとしては、特定の排出抑制案の結果としての

付属書 I 諸国の排出削減をまず計算し（これは排出抑制案の比較対象の IS92 ｼﾅﾘｵによる）、これを

同じ IS92 ｼﾅﾘｵの値から差し引く方法がある。
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これらｼﾅﾘｵの改訂版がIPCCで現在作成中であり、特別報告書として公表される予定だ。

　本報告書で使われる排出抑制案は、 CO2のみを対象としたものであり、他の温室効果ｶﾞｽ

を対象としたものとは異なった定義で表現されている。本報告書の目的の上では、全ての案

は、化石起源のCO2排出
7のみに適用されるものと解している。こういう近似を使用する理由

については、第３章に述べる。

　SBSTAの当初の要請（つまり、排出抑制策が気温や海面水準に及ぼす影響について議論する

という）を総合的に完璧に果たすには、例えばﾒﾀﾝ(CH4)、亜酸化窒素(N2O)、対流圏内ｵｿﾞﾝ(O3)、

ﾊﾛｶｰﾎﾞﾝ§といった他のｶﾞｽの濃度可能性を、全般にわたり（吸収や発生源を考慮して）取り上

げる必要があり、また、亜硫酸ｶﾞｽ(SO2)から発生する亜硫酸ｴｱﾛｿﾞﾙ
§の可能性全体についても、

検討する必要がある。そのような分析は、本書の目的を越えたものである。他のｶﾞｽや亜硫酸

ｴｱﾛｿﾞﾙに関する種々のｼﾅﾘｵの影響結果についての詳細な議論は、IPCC技術報告書３8で述べら

れている。(Schimel他、1997)

　本技術報告書は、排出抑制案の直接的効果のみを議論している。したがって、付属書I 諸国での排出削減が、ｴﾈﾙｷﾞ

ｰ価格や貿易に影響をおよぼし、それが非付属書I 諸国での排出増加となるという「炭素ﾘｰｹｯｼﾞ」のような問題や、

付属書I 諸国で使われている新技術が、非付属書I 諸国でも利用され、これら諸国での排出を低下させるという「技

術移転効果」については議論しない。

                                                
7 　化石起源 CO2 排出とは、化石燃料の燃焼（ｶﾞｽ火炎燃焼を含む）とｾﾒﾝﾄ生産から生じるもの。
8 　以後 TP3 という、同様に TP1、TP2。
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2.　主要結論の概要

本研究での主要な結論は次の通りである。

排出

• ﾌﾗﾝｽ(FR)やｵﾗﾝﾀﾞ(NL)の排出抑制案の下での付属書I諸国の排出は、IS92 ｼﾅﾘｵ中の IS92a、

b、e、f、の下での排出よりも、２１世紀を通じ低いものとなっている。IS92cや dと比較

すると、その差は小さい。IS92a ｼﾅﾘｵと比べた場合、抑制案の下での付属書 I諸国の排出は、

2100年には30-90%の削減となる。

• たとえ付属書I諸国がFRや NLの抑制案に従ったとしても、非付属書I諸国からの排出が

IS92a ｼﾅﾘｵにあるとおりに、1990-2100年の間増加していくとすると、地球規模の排出は、

2100年では、1990年の水準の２倍から３倍になるだろう。

濃度

• 付属書I諸国に対するFRや NL排出抑制案を、 IS92 ｼﾅﾘｵの非付属書I諸国向けと組み合わ

せると、予想されるCO2濃度は、IS92 ｼﾅﾘｵのいずれよりも少ないものとなる。IS92 ｼﾅﾘｵ

（IS92c ｼﾅﾘｵを除く）と比べた場合の濃度削減は、最終的には相当量のものとなり、IS92a

ｼﾅﾘｵとでは、2100年で 100ppmv、IS92e ｼﾅﾘｵとでは、2100年で 200ppmv程度の差となるだ

ろう。

• 排出抑制案の効果は、ゆっくりとでしか生じてこない。IS92aでの抑制なしの場合と比べ

ると、FRや NLの排出抑制案の最も極端なｹｰｽ(つまりNL-2%)でも、濃度の削減は、2010年

で 5ppmv、2020年で 12ppmv、2030年で 22ppmvにすぎない。これらの数字は、それぞれ13%、

19%、24%分の干渉が存在しない場合の1990年水準に対する、濃度増加予想の減少を表して

いる。NL-2%抑制案の効果割合は2100年では35%に上る。

• 炭素循環に対する我々の理解が不完全なことから、 CO2濃度の将来予測には不確実性が生

じている§。しかし、排出抑制案の結果として生じる放射強制力§の削減に関する不確実性

は小さい。これは、抑制案による排出量削減の累積が、累積排出総量と比べ、小さいもの

に過ぎないからであり、また、 CO2濃度と放射強制力との関係が直線的でないためでもあ

る。

安定化

• 非付属書I諸国からの排出がIS92a ｼﾅﾘｵや IS92e ｼﾅﾘｵに従うとされる限り、排出抑制案の
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いずれも、 CO2の濃度の安定化に近づくことなどとはとうてい結びつかない。これらの場

合、 CO2濃度は、大体575から 950ppmvの範囲の値をとり、2100年でも、現在の増加率の

２倍(IS92a)、５倍(IS92e)と、依然急速な増加を見せているだろう。

• もし非付属書I諸国の排出がIPCC排出ｼﾅﾘｵで最も低いIS92c ｼﾅﾘｵに従い、また付属書I諸

国がこのｼﾅﾘｵや FR、NLの排出抑制案のいずれかに従うなら、 CO2濃度は2100年の時点で、

はっきりとした安定化への志向を示すだろう。

• 前述の２項の主要結論が意味することは、研究したｹｰｽによると、人口増加、経済成長、技

術的変革その他の要素の組み合わせにより、地球規模排出を、低排出のIS92c ｼﾅﾘｵに近似

するようにしない限り、多様な排出抑制案が定義しているものを、はるかに超える規模の、

地球規模排出削減が必要となってくる。

• 濃度の最終的な安定を大きく支配するのは、現在から安定期までの間に、人為的CO2排出

がどう変化するかよりも、そのような人為的§ CO2排出の累積である。このことは、与えら

れた安定濃度の値においては、初期の何十年間かの排出が高ければ高いほど、後での排出

をより低くする必要があることを意味する。

気温と海面水準

• ここで検討している排出抑制案は、地球平均気温と海面水準の将来的な変化に影響を与え

る。2010年の時点では、NL-2%抑制案の結果としての地球平均気温上昇の緩和は、抑制策

なしのｹｰｽと比べ、0.1°C（IS92cでの 0.7°C が 0.6°Cに、気象感度§は1.5°C）から、

0.9°C（IS92eでの 3.9°Cが 3.0°Cに、気象感度は4.5°C）の範囲で推移し、海面水準

上昇の減退は、2cm（IS92c ｼﾅﾘｵでの 12cm上昇が10cm上昇に低下、気象感度は1.5°C）か

ら、15cm（IS92e ｼﾅﾘｵでの 100cm上昇が85cm上昇に減少、気象感度は4.5°C ）までの範

囲となる。

• 気温と海面の変化についての結果が詳細に出されているのはNL-2%案についてのみだが、

特定の年度までに達成されるこういった変動要因の増加の緩和は、他の緩やかに変化する

排出抑制ｼﾅﾘｵのいずれにも、容易に一般化して当てはめることができる。
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3.　排出抑制案の概要と数量評価

　「はじめに」で述べたように、本技術報告書で検討される付属書I諸国向けの排出抑制案

は、1997年 1月 31日付のAGBM報告書「議定書または他の法的文書に盛り込む要素について

の、締結国提案枠組みの概要」(FCCC/AGBM/1997/2,34-39頁）に書かれているものだ。その（完

全に数量的に定義づけられうる提案の）詳細を表1にまとめ、表 2にそのCO2排出絶対量を示

した。

表１　付属書I諸国対象の排出抑制案の概要（FCCC/AGBM1997/2、1997年 1月 31日付け）全て

の削減量は1990年水準に比べてのもの。一部の案は、 CO2のみに適用され、他はCO2に加え

て他の温室効果ｶﾞｽ(GHG)を、恐らくはCO2排出当量で表現。ここで注意することは、FCCCの

使用するGHGという用語は、一般には、ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ議定書の管理対象となっているｶﾞｽを含まな

い。

ｺｰﾄﾞ 提案国 付属書I諸国対象排出抑制案

AOSIS*

AT/DE

BE

DK

CH

UK

ZR

NL

FR

EU

小島嶼諸国連合

ｵｰｽﾄﾘｱ、ﾄﾞｲﾂ

ﾍﾞﾙｷﾞ

ﾃﾞﾝﾏｰｸ

ｽｲｽ

英国

ｻﾞｲｰﾙ**

ｵﾗﾝﾀﾞ

ﾌﾗﾝｽ

欧州連合

2005年までに CO2排出を最低20%削減

2005年までに CO2排出を最低10%削減、2010年ま

でに15-20%削減

2010年までに CO2排出を10-20%削減

2005年までに CO2排出を20%削減、2030年までに

50%削減

2010年までに CO2、N2O、CH4排出を10%削減

2010年までにGHG排出を5-10%削減

2000年までにGHG排出を1990年水準に戻し、2005

年までに10%、2010年までに15%、2020年までに

20%削減

(2000年から)GHG排出を年平均1-2％削減

2000-2010年の間、一人当たりGHG排出を7-10%

削減、2100年までに一人当たりGHG排出を1.6-

2.2tC/年まで削減

2000年までにGHG排出を1990年の水準まで削減

（AT/DE、BE、DK、NL、FR案にも適用されると仮

定される）

注：*：小島嶼諸国連合

　　**：現在ｺﾝｺﾞ民主共和国
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表２　表１の排出抑制案の下での付属書I諸国の化石CO2排出（GtC／年）を IPCC92（Leggett,

et al., 1992)と、Pepper, et al. (1992)にある1990年の排出量4.59 GtC／年を使い、2000

年の値は1990年と等しいとの仮定のもとで、計算したもの。表中の空欄は、該当年に対して

特に規定がされていないことを示す。一つ以上の数値は、範囲が特定されていることを示す。

付属書I諸国の化石 CO2排出(GtC／年）

ｺｰﾄﾞ 提案国 2000 2005 2010 2020 2030

AOSIS

AT/DE

BE

DK

CH

UK

ZR

NL

FR

小島嶼諸国連合

ｵｰｽﾄﾘｱ、ﾄﾞｲﾂ

ﾍﾞﾙｷﾞ

ﾃﾞﾝﾏｰｸ

ｽｲｽ

英国

ｻﾞｲｰﾙ

ｵﾗﾝﾀﾞ

ﾌﾗﾝｽ

4.59

4.59

4.59

4.59

4.59

4.59

4.59

4.59

4.59

3.67

4.13

3.67

4.13

4.15-4.37

3.67-3.90

3.67-4.13

4.13

4.13-4.36

3.90

3.75-4.15

4.10-4.68

3.67

3.06-3.75

2.29

2.50-3.40

3.49-4.72

*

注：*ー2010年と 2100年の値から直線的に求めたもの。

　表2の作成にあたっては、温室効果ｶﾞｽ（ CO2と特定するのではなく）として表現されてい

る排出抑制案を、化石燃料のCO2排出だけに適用されるものと解して扱っている。  そういっ

た抑制案が、 CO2以外の温室効果ｶﾞｽ排出削減によって 、 CO2排出削減（FCCC第 3.3条で述

べられている「総合的」なｱﾌﾟﾛｰﾁに基づく）に対し追加的に、あるいはその代替として達成

されるなら、 CO2排出はここで推定されるよりも大きなものとなる可能性がある。しかし、

排出抑制案を、適切な方法で、 CO2当量として表す(例ーTP3、2.2章参照）なら、ここで示さ

れる気温や海面への影響結果は、 CO2だけの場合にも、温室効果ｶﾞｽ（ CO2当量）の場合にも、

等しくあてはめることができる。 CO2と非CO2排出削減の内訳について何も提案されていない

こと、また非CO2排出削減の効果をCO2当量で十分数量的に表す
9方法について合意されてい

ないことから、総合的ｱﾌﾟﾛｰﾁによってもたらされる追加的 CO2排出を、数量化することは容易

にはできない。

　表2に記載した排出抑制案は、2000年での付属書I諸国の排出ﾚﾍﾞﾙが、1990年と同等にな

                                                
9 　地球温暖化ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ（GWPs）は、他の温暖化ｶﾞｽの影響と CO2 のそれを比較する手段を提供する

ものである。しかし、特定のｶﾞｽに対する GWPs 値は、選択した時間的枠組みによって大きく異なる。

したがって、GWPs は、特定の時間枠におけるCO2 当量のおおよその値を求めるのに使うことができ

るにすぎない。



GISPRI 仮訳

11

ると仮定している。これは、FCCCの 4.2(a)と(b)項に基づいたものである。また、どの案で

も、1990-2000年の付属書I諸国からのCO2排出は、一定値で推移すると仮定している。もし

排出抑制案が2000年以降も変更なしで推移するとしたら、 CO2濃度の計算の上でのこういっ

た単純化の影響は非常に小さい。もし1990年代で付属書I諸国の排出がいったん増加し、そ

れから2000年に 1990年ﾚﾍﾞﾙにまで下がったのであれば、2000年での濃度は、1990-2000年

の間に累積されたCO2排出の追加分１GtCごとに、約0.4ppmvの上昇となり、2100年ではCO2

排出の追加分１GtCごとに、0.2ppmvの上昇にまで低下する。10　1990年代で可能な排出の範

囲では、この濃度への影響は無視できるものである。

　もし付属書I諸国からの排出が1990年代に上昇し、2000年でのﾚﾍﾞﾙが 1990年のﾚﾍﾞﾙを超

えており、またその高いﾚﾍﾞﾙの 2000年の値（または他の値）を付属書I諸国の排出の将来的

削減のﾍﾞｰｽﾗｲﾝとして使うなら、これもまた将来の濃度に影響を与える。そういった増加分や、

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝﾚﾍﾞﾙに対する、濃度予測の敏感さは、比較的小さい。

　ここで論議される排出抑制案は、次の２つのｸﾞﾙｰﾌﾟにわけることができる。（表3）

 (a) 2030年かそれ以前までについての案。（小島嶼諸国連合(AOSIS)、ｵｰｽﾄﾘｱ／ﾄﾞｲﾂ(AT/DE)、

ﾍﾞﾙｷﾞ(BE)、ﾃﾞﾝﾏｰｸ(DK)、ｽｲｽ（CH)、ｲｷﾞﾘｽ(UK)、ｻﾞｲｰﾙ(ZR)）このｸﾞﾙｰﾌﾟには、AT/DE、BE、

UK案にある低(l)と高(h)の場合それぞれを独立したものとして扱うと10件のｹｰｽが含まれ

る。しかし、特異なものとしては5件になる。（[AOSIS：DK]、[AT/DE-l：BE-l]、[AT/DE-h：

ZR]、[BE-h：CH：UK-l]、[UK-h]）

(b) 2100年までの案 (FRと NL）。FRの案は一人当たりの排出をﾍﾞｰｽにしている。実際の

排出量への変換には人口の推計が必要なことから、結果としての排出量は幅広い可能性範

囲をとる。これから、この範囲における、低(FR-低)、中(FR-中)、高(FR-高)の排出ｹｰｽを

想定した。NL案は、2000年以後の総合化石燃料CO2排出の削減を年平均1%と 2%としたNL-1%、

NL-2%という２つの極端なｹｰｽを設定している。付録２にFRと NLの排出抑制案についての、

より詳細な説明を記した。

表３　表２記載の排出抑制案の下での付属書I諸国の化石CO2排出（GtC／年）から計算された

もの。AT/DE、BE、UK案の低い値(l)と高い値(h)を別々に扱うなら、短期間に関する１０の独

立した案となる。（例ー2030年またはそれ以前までの短期間）しかし、これらのうち５つのｹ

ｰｽが他と異なったものである。（DK案は 2005年まではAOSIS案と同じ、BE-l案は AT/DE ｰ l

                                                
10 　1990-2000 年間の、排出「間違い」に対しても、地球規模排出に関する同等の感度が適用でき

る。言葉を変えて言えば、もし 1990-2000 年の間の地球規模排出が、ここで仮定するものと異なっ

ていた場合には、その影響は、2000 年では、排出「間違い」での累積GtC ごとに濃度で 0.4ppmv の

変化となり、2100 年ではそれが 0.2ppmv に低下する。
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と同じ、ZR案は 2010年まではAT/DE-h案と等しく、CH案と UK-l案は BE-h案と等しい）NL-

1%と NL-2%は、2000年以後CO2排出削減が複合的に年1%および2%で推移することを示す。FR-

低、FR-中、FR-高は、一人当たり排出量を基にした可能性範囲から求められる。（付録２参

照）

付属書I諸国の化石 CO2排出(GtC／年）

ｺｰﾄﾞ 提案国 2000 2005 2010 2020 2030 2100

AOSIS

AT/DE-l

AT/DE-h

BE-l

BE-h

DK

CH

UK-l

UK-h

ZR

NL-1%

NL-2%

FR-低

FR-中

FR-高

小島嶼諸国連合

ｵｰｽﾄﾘｱ、ﾄﾞｲﾂ

“

ﾍﾞﾙｷﾞ-

“

ﾃﾞﾝﾏｰｸ

ｽｲｽ

英国

“

ｻﾞｲｰﾙ

ｵﾗﾝﾀﾞ

“

ﾌﾗﾝｽ

“

“

4.59

4.59

4.59

4.59

4.59

4.59

4.59

4.59

4.59

4.59

4.59

4.59

4.59

4.59

4.59

3.67

4.13

4.13

4.13

4.36

3.67

4.36

4.36

4.48

4.13

4.37

4.15

4.34

4.47

4.63

3.67

3.90

3.67

4.13

3.40

4.13

4.13

4.36

3.90

4.15

3.75

4.10

4.34

4.68

2.85

3.67

3.75

3.06

3.79

4.16

4.70

2.29

3.40

2.50

3.49

3.97

4.72

1.68

0.61

1.34

2.69

4387

　排出削減という意味では、抑制案の効果は、その計算の根拠となるﾍﾞｰｽﾗｲﾝに左右される。

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝに幅を持たせるため、ここではIS92の付属書I諸国化石燃料CO2排出のｼﾅﾘｵを使って

いる。図1は、これらとFR、NLの排出抑制案とを比較したものだ。ここで示すIS92排出ｼﾅﾘ

ｵ、IS92a、c、eは、他の３つのｼﾅﾘｵ、IS92b、d、f、の結果をも包含する。表 4は、これらの

ｼﾅﾘｵを作る上で使用された、経済成長、ｴﾈﾙｷﾞｰ供給、人口増加の予測の概要を表している。

IS92aや IS92eと比べると、これら抑制案はかなりの排出削減を示している。 IS92cとの比

較では、FR-中と FR-高案は、実際上排出量が増えてしまう。しかし、ここで注意しなければ

ならないのは、IS92cと FR-中や FR-高とを直接に比較するのが難しいことで、これは、後者

が中程度または高い（付属書I諸国）人口増加予測を使っているのに対し、IS92cは低い（地

球規模）人口増加予測を使っているためである。（表4参照）　より一貫性のある比較がで

きるのは、FR-低と IS92cで、ここでは排出削減案の方が、 CO2累積排出で、IS92cより若干

少ない排出量を示している。NL-1%と NL-2%は両方ともIS92cよりも少ない値をとる。NL-2%

の場合では、その数字は（排出累計に対する割合で）相当なものとなる。
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表４　IPCC92（Leggett, et al., 1992, 表 A3.1、A3.2）の IS92排出ｼﾅﾘｵで仮定条件として使

われた経済成長率、ｴﾈﾙｷﾞｰ供給、人口予測。経済成長率は、一人当たり GNPの変化率で表し、

2025-2100の数値は、1990-2025年と 1990-2100年の数字から計算されたもの。ｴﾈﾙｷﾞｰ供給は、

1990-2100年の通常の石油とｶﾞｽについてｴｸｻｼﾞｭｰﾙ(EJ)の単位で表現したもの。人口予測につ

いては、国連の中位ー低位、世界銀行と国連の中位ー高位の予測を使用した。これら予測は

10億人(bn)の単位で表している。各国は、先進国(DEV)と、他の地域(RoW)とに分けたが、こ

こで「先進国」とは（1990年の分類で）OECD、USSR、東欧とを合わせたものとする。本技術

報告書上の計算は、これらが付属書I諸国と非付属書I諸国のｸﾞﾙｰﾌﾟ分けに対応するものと

しており、ﾃﾞｰﾀの性質上の不確実性については合理的な近似値をとるものとする。

IS92排出ｼﾅﾘｵでの仮定条件概要

IS92a, b IS92c IS92d IS92e IS92f

経済成長率（1990-

2025年）

(一人当たりGNP)

経済成長率

(2025-2100年）

(一人当たりGNP)

ｴﾈﾙｷﾞｰ供給:

石油とｶﾞｽ(EJ)

(1990-2100年)

人口予測

　　(10億人)

先進国人口　1990

　　　　　　2025

　　　　　　2100

他地域人口　1990

　　　　　　2025

　　　　　　2100

2.9 %

2.02 %

25,000

世界銀行

1.266

1.435

1.416

3.986

6.979

9.896

2.0 %

0.81 %

15,300

国連

(低ー中)

1.266

1.340

0.840

3.986

6.251

5.575

2.7 %

1.67 %

15,300

国連

(低ー中)

1.266

1.340

0.840

3.986

6.251

5.575

3.5 %

2.77 %

31,400

世界銀行

1.266

1.435

1.416

3.986

6.979

9.896

2.9 %

2.02 %

31,400

国連

(中ー高)

1.266

1.579

2.215

3.986

7.866

15.377
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4.　排出抑制案の下での地球規模CO2排出

　多様な排出抑制案の下での地球規模CO2排出を計算するため、多様な排出抑制のｹｰｽにおけ

る付属書I諸国の排出と、「no-climate-policy（気象対策なし）」IS92 ｼﾅﾘｵ（第 1章ﾎﾞｯｸｽ

参照）で規定される非付属書I諸国からの排出とを組み合わせた。このｱﾌﾟﾛｰﾁは、ﾍﾞﾙﾘﾝ議定

書の中で、現段階の交渉において議定書は、「付属書Iに含まれない締結国にいかなる新し

いｺﾐｯﾄﾒﾝﾄをも導入しない」としている条項に合致したものだ。図2では、IPCC92(Leggett

他、1992年）と Pepper他（1992年）で示された、地球規模排出の値11から、付属書I諸国の

値（図1）を差し引いて、IS92a、c、e ｼﾅﾘｵにおける非付属書I諸国の値を求めたものだ。

　図3は、付属書I諸国の排出が多様な抑制案に従い、非付属書I諸国の排出がIS92a ｼﾅﾘｵ

に従うとした場合の、2030年までの地球規模化石CO2排出を示している。注目は、DK案を例

外として、他の案はFR案と NL案の枠内に入るということだ。図 4では、付属書I諸国の排出

にFRや NL案を適用し、非付属書I諸国の排出にはIS92a、c、e排出ｼﾅﾘｵを使った場合の種々

の組み合わせにおける、2100年までの地球規模排出を表している。使用した人口増加予測の

一貫性を確保するためには、FR-中は IS92aと、FR-低は IS92cと組み合わせて考察しなけれ

ばならない。付録2に説明するように、 FR-高は、異なった人口増加予測を使ってはいるが、

排出を最大限にするために、つまり排出抑制案の効果を最小限にするために、IS92eと組み合

わせた。12

                                                
11 　ここで注意しておかなければならないのは、IPCC92 で与えられている 1990 年の地球規模化石

CO2 排出の数値は 6.2 GtC/年であることだ。しかし、現時点で全ての IPCC の CO2 濃度計算に採用

されているのは、ここにもあるとおり、より新しい数値である地球規模合計 6.10 GtC/年（例ーEnting

他、1994 年、表 A-3）である。詳しくは付録書 3 に記載されている。

12 　FR-中と IS92e との組み合わせ（採用した人口予測のﾍﾞｰｽではより一貫性がある）は、FR-高

と NL-1%の場合の間に入る抑制ｼﾅﾘｵにつながり、FR-高よりは、NL-1%との方に多少近いものとなる。
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5.　排出抑制案のCO2濃度への影響

　図3と図４に示した地球規模排出ｼﾅﾘｵは、炭素循環ﾓﾃﾞﾙを使った将来的なCO2濃度と解釈さ

れる。これらは、以前にIPCC第二次評価報告書（Schimel他、1995）の中の作業部会１13と

TP3の中で使われた次の３つのﾓﾃﾞﾙを使って計算したものである。

• Jain他（1995）

• Siegenthalerと Joos（1992；Joos他 1996も参照）

• Wigley（1993）

　３つのﾓﾃﾞﾙ全てで、似た結果が得られている。ここでは、Siegenthalerと Joosのﾓﾃﾞﾙ（SAR

WG1と TP3ではﾍﾞﾙﾝﾓﾃﾞﾙと呼んでいる）の結果だけを示した。これらの計算を行う上では、多

様な排出抑制のｹｰｽで規定されている化石燃料CO2排出だけでなく、土地利用の変化にともな

う排出についても特定する必要がある。ここでは、IPCC92にあるIS92a、c、eの土地利用変

化排出ｼﾅﾘｵで該当するものを使っている。 (Leggett他、1992）

　濃度への影響を検討したのは、(a)2030年まででは、排出抑制案の全てについて、そして

(b)2100年まででは、そこまで延長した分析、という２案（つまりFRと NL案）についてであ

る。

(a)　2030年までの濃度影響

　図-5に示したのは、付属書I諸国に関しての全抑制案について、その提案されている

抑制案と、 IS92aの排出ｼﾅﾘｵでの非付属書I諸国排出（排出については図-3参照）を組

み合わせて求めたCO2濃度である。この場合、排出削減の程度を決定づける付属書I諸

国のﾍﾞｰｽﾗｲﾝも、やはりIS92a ｼﾅﾘｵである。IS92a排出ｼﾅﾘｵの原案（抑制なし）でのCO2

濃度も、比較対照として示した。（つまり、付属書I諸国と非付属書I諸国の双方の排

出がIS92a ｼﾅﾘｵに従った場合）2030年までの期間での排出量の違いが、比較的幅広いこ

とから（図-3参照）、濃度の違いも小さいものとなる。（図-5参照）2010年では、排

出抑制案による差は3 ppmv以下で、抑制策なし(IS92a)の場合よりも3.7から 6.2 ppmv、

少ない形となる。濃度の差は小さく、これは、その時点(2010年ー2030年の間）での排

出が、抑制案により大きく異なっていても、その地球規模排出の差の累積は、排出の累

積合計と比べると、どの案の場合でも小さいからである。

　2030年まで延長されている排出抑制案４件では、濃度はIS92aの抑制策なしの場合よ

り14-25ppmvほど低くなっている。最も濃度の低いのはDK案（表2と 3参照）で、次に

低いもの（NL-2%）よりも3ppmv低くなっている。従って、濃度の範囲としてはFRと NL

案で十分代表されることになる。

                                                
13 　以後 SAR WGI と呼ぶ：同様に SAR WGII。
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(b)　2100年までの濃度影響

　図-6に、図-4に示した排出（つまり、付属書I諸国の排出に関するFRと NLの排出抑

制案と、IS92a、c、e ｼﾅﾘｵでの非付属書I諸国の排出を組み合わせたもの）に関し2100

年までの濃度変化の結果を示した。この図から、将来のCO2濃度削減に対する、異なっ

た抑制案の長期的な影響が分かる。

　付属書I諸国の排出削減のﾍﾞｰｽﾗｲﾝを IS92aとした場合の抑制案では、濃度の削減はか

なりのものである。しかし、注意しなければならないことは、これら全ての場合におい

て2100年でのCO2濃度は、産業革命前のﾚﾍﾞﾙの２倍（すなわち278x2=556ppmv）を超え

ること、またこの時点でも急激に上昇している（2100年での増加は3　ppmv/年以上、

1980-1989年の長期平均は約1.5　ppmv/年、SAR　WG1、図 2.2参照）こと、そしてCO2

の濃度が安定化する兆しがないことである。

　付属書I諸国の排出のﾍﾞｰｽﾗｲﾝとしてIS92eを使用する場合も、質的にはIS92aと同じ

である。ﾍﾞｰｽﾗｲﾝが高いことから、抑制案による排出の削減は大きくなり、そのため、 CO2

濃度の削減も大きくなる。とはいえ、2100年では濃度は依然高いﾚﾍﾞﾙにあり（産業革命

以前と比べ2.6-2.9倍）、その時点でも急速な増加をみせる（7-9ppmv/年、現在の増加

率の約５倍）。安定化への傾向も現れない。

　ﾍﾞｰｽﾗｲﾝとしてIS92c ｼﾅﾘｵを使う場合には、IS92aや IS92eの場合とは明らかな違いが

ある。IS92cの場合、抑制案の結果としての濃度削減ははるかに緩やか（8-33ppmv）で

ある。これはIS92cでの付属書I諸国の排出が、抑制案でのそれに（図１参照）きわめ

て近似しており、また、IS92cの下での非付属書I諸国の排出は、IPCC排出予測中最も

低い値であって、決して4GtC/年を超えることがないためである（図-2）。抑制案が導

入されるなら、 CO2濃度安定化への傾向が明らかとなってくる（2100年での排出傾向を

2100年以後にまでのばして推論するなら、結局は500ppmvで安定化）。2100年では、IS92c

を排出のﾍﾞｰｽﾗｲﾝとする全ての場合において、濃度の上昇が現在の増加率（1.5ppmv/年）

よりもかなり低いものとなる。これは元々のIS92c地球規模排出ｼﾅﾘｵ自体の場合もそう

である。

　こういった濃度についての研究結果が、炭素ｻｲｸﾙのﾓﾃﾞﾙでの不確実性に関する、SAR WG1

（Schimel他、1996）や TP3での詳細な議論の対象となっているのは、言うまでもない。こう

いった不確実性の一部は、以前のIPCCでの作業で使われたWigley（1993）の方式によって数

量化できる可能性がある。不確実性についての推定は、1980年代での土地利用変化による実

質排出の平均値14を、変動させることで求められる。 Dn80sは、1980年代の炭素収支を確実

                                                
14 　この数量を Dn80s で表す。Dn は実質森林後退の略称である。
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に均衡させるように、炭素ｻｲｸﾙﾓﾃﾞﾙ計算を行う場合の初期値として使われている（手法の詳

細についてはEnting他、1994、およびTP3を参照）。Dn80sを変化させるということは、つ

まり、1980年代の炭素収支の中間値をﾊﾞﾗﾝｽさせるのに使われている陸上CO2固定能力肥沃化

§(CO2 fertilization)の規模を変えるということである。もしここでの固定能力肥沃化効果

が、既に定義されている現実的な限度の範囲内に抑えられるとするなら、この方法で、大気

から海へのCO2の流れの不確実性（Wigley、1993; Enting他、1994）も扱える。 Dn80s値

=0.4-1.8GtC/年（標準の中間値1.1GtC/年に対し）を使うと、この不確実性の範囲についての

理にかなった推定値が求められる。Dn80s値が低いことは、CO2固定能力肥沃化の規模を小さ

くすることになり、このことで（大気）濃度は高くなる。これは逆も同じである。例えばIS92a

（抑制なし）の場合、2100年での濃度の不確実性は、おおよそ±50ppmv（表５参照）である。

SAR WGI（Schimel他、1996）と TP3に注釈されているように、陸上の生物圏や海洋での気象

関連変動の可能性から、それにともなう他の不確実性があり、これがここでの不確実性の範

囲をかなり拡げることもありうる。

　与えられた場合のいずれでも、濃度ﾚﾍﾞﾙの不確実性はかなり大きいが、多様な排出抑制案

の結果おきる濃度削減においては、不確実性はかなり小さくなる－非付属書I諸国の排出が

IS92aに従う場合では約±10ppmv（表５の括弧内の値参照）である。これはなぜかというと、

どういう排出のｹｰｽでも、制限を課するﾍﾞｰｽﾗｲﾝに応じた濃度の不確実性の対象となるからで

ある。抑制案では、ﾍﾞｰｽﾗｲﾝに対して累積排出上の変動が20%を超えない程度であり、そのた

め、抑制案に伴う濃度不確実性は、ﾍﾞｰｽﾗｲﾝに伴う濃度不確実性の5分の1となる。このため

に、排出抑制案のｹｰｽ相互の、濃度の違いによる不確実性は、比較的小さいのである、しかし、

炭素ｻｲｸﾙの動きに大きな変化がおきた場合は、そうはいかなくなるかも知れない。放射強制

力の違いで表す場合は、不確実性の差はさらに小さくなる（表６参照）。この不確実性上の

さらなる削減は、放射強制力とCO2濃度の関係が直線でない（対数関数）（IPCC科学的評価

書15ーShine他、1990年）ことからおきてくる。より大きな濃度の不確実性は、ﾍﾞｰｽﾗｲﾝの濃

度が高い場合（つまりIS92e）におきるため、濃度変化単位ごとの放射強制力の影響は小さく

なる。

表５ 2100年での地球規模CO2濃度(ppmv)と付属書I諸国の排出を排出抑制案通りとし、

非付属書I諸国の排出をIS92aに従うとして組み合わせた場合の排出抑制案（NL-1%、NL-2%、

FR-中）ごとの濃度削減（括弧内）。濃度の値は各年の中間値。削減は「排出抑制なし」(IS92a)

と比較したもの。予測値は、炭素ｻｲｸﾙﾓﾃﾞﾙでの不確実性を反映するため、1980年代の土地利

用変化に伴う平均実質排出量（Dn80s､GtC／年）の３つの異なるｹｰｽについて求めた。Dn80s

の値が小さければ、CO2固定能力肥沃化が低く、濃度が高くなる。ここで、IS92aの不確実性

の範囲が±50ppmvであるのに対し、濃度削減の不確実性の範囲が±10ppmvであることに注目

されたい。

                                                
15 　以後 IPCC90 と称す。
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Dn80s 　(GtC／年) 0.4 1.1 1.8

2100年の地球規模 CO2濃度（ppmv）

排出抑制なし(IS92a)

NL-1%

NL-2%

FR-中

766

656　(110)

626　(140)

679　（87)

712

613　(99)

586　(126)

634　(78)

667

578　(89)

554　(113)

597　(70)

表６ 排出抑制案がない場合とFRおよびNL排出抑制ｼﾅﾘｵによる削減のある場合での

1990年から2100年（Wm-2）の放射強制力増分。IS92aの場合の結果は、炭素ｻｲｸﾙﾓﾃﾞﾙでの不

確実性を示すため、1980年代の土地利用変化に伴う実質排出量中間値（Dn80s､GtC／年）の異

なる値について求めた。 Dn80sの値が小さければ、CO2固定能力肥沃化が低く、濃度が高くな

る。表５にこれらの場合の濃度値を記載した。ここで、放射強制力での違いが、Dn80sの値に

対し、比較的感度が低く、したがって炭素ｻｲｸﾙﾓﾃﾞﾙの不確実性に対しても、そうであること

に注目されたい。強制力の計算では、IPCC90での標準的な関係（Shine他、1990）を使用し

た。

IS92a IS92c IS92e

Dn80s (GtC／年) 0.4 1.1 1.8 1.1 1.1

1990-2100間の放射強制力変化（Wm-2）

排出抑制なし 4.87 4.40 3.99 2.03 6.19

排出抑制ｼﾅﾘｵなしの場合と比べた放射強制力削減（Wm-2）

NL-1%

NL-2%

FR ｰ低

FR-中

FR-高

0.98

1.27

0.76

0.94

1.22

0.73

0.90

1.17

0.70

0.10

0.43

0.12

1.38

1.62

0.89
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6.　安定化要求に対する排出抑制案

　非付属書I諸国の排出をIS92aや IS92e ﾍﾞｰｽで組み込む場合、付属書I諸国に対するどの排

出抑制案も、 CO2濃度安定化には至らないこと、そしてFCCCの究極の目標は温室効果ｶﾞｽの

濃度安定化であることから、本章ではこの目標を達成するにはどういった追加的排出削減策

が必要かを考察する。ここでは、SAR WG1（Schimel他、1996）と TP3で記述され、議論され

ている、安定化に必要な地球規模排出を、FRと NLの抑制案における排出と比較した。

　非付属書I諸国の排出をIS92aや eとした場合、2100年での濃度は最も強力な抑制策がと

られたとしても、おおよそ575から 950ppmvの範囲となる。これは、非付属書I諸国の排出

をIS92cとして、付属書I諸国の排出と組み合わせた場合とは質的に異なってくる（図-6）。

これらの場合、種々の排出抑制案の下での濃度が、2100年には、1990年のﾍﾟｰｽよりかなり緩

やかな増加となり、約500ppmvかそれ以下での安定化への傾向を見せる。こういった結果が

意味することは、低排出のIS92c ｼﾅﾘｵに近似する地球規模排出になるように、人口増加、経

済成長、技術革新などの要素が組合わせられない限り、種々の排出抑制案で定められる排出

削減を超えた、大きな地球規模排出削減が必要となるということである。

　安定化を達成しようとするなら、炭素ｻｲｸﾙ自体によって、地球規模排出の取りうるｺｰｽが制

約されてくるが、その制約の範囲は、安定化が達成されるような濃度変化のｺｰｽ（あるいはﾌﾟ

ﾛﾌｨｰﾙ§）で決められる、（与えられた安定化目標がどういうものであっても）比較的限られ

た範囲である。“S”と“WRE”の濃度ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ16間の排出量の違いがこの範囲を表しており、さらな

る例は、Wigley他（1996、図-2）に示されている。異なった安定化ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙでの CO2排出をい

ろいろな排出抑制のｹｰｽと比べるなら、炭素ｻｲｸﾙ排出の限界と抑制ｼﾅﾘｵの間の差によって、特

定の安定化濃度目標に達するには、どのくらいの追加的地球規模排出削減が必要かがわかる。

注意することは、これらの計算でわかるのが、必要な追加的地球規模排出削減だけだという

ことだ。こういった追加的削減を、非付属書I諸国と付属書I諸国間で、あるいは時空間の

間でどう配分するかは、政治的そして経済的配慮によって左右される。

　図-7では、非付属書I諸国の排出がIS92a ｼﾅﾘｵに従うとして、FRと NLの排出抑制案では地

球規模排出がどうなるかを、達成される濃度安定化ﾚﾍﾞﾙ 450、550（産業革命以前のﾚﾍﾞﾙのお

およそ２倍ー2x278=556ppmv）、そして650ppmvでの排出ｺｰｽと比較した。濃度ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙは、“S”

                                                
16 　IPCC では、排出の濃度変化の効果を、２つの異なった濃度ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ（“S”と“WRE”）を使って表

している。与えられた安定化ﾚﾍﾞﾙでは、２つのﾌﾟﾛﾌｨｰﾙは、かなり広い可能性範囲をとる。 “S”のｺｰ

ｽは、Enting 他(1994)に定義され、“S”は安定化（Stabilization）の略。“WRE”のｺｰｽは、Wigley,

Richels, Edmonds (1996)で定義され、著者の頭文字をとったもの。“S”ｼﾘｰｽﾞの排出では、IS92a ｼ

ﾅﾘｵの中心と比べ、早ければ 1990 年から違いが出てくるが、“WRE”ｼﾘｰｽﾞの排出では、安定化ﾚﾍﾞﾙに

より 2000 年かそれ以後までは、IS92a に従う形となる。
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と“WRE”の両方で考察した。安定化の場合の排出結果は、ﾍﾞﾙﾝﾓﾃﾞﾙ（Siegenthaler and Joos、

1992年）で定められたもので、SAR WG1（Schimel他、1996年）や TP3でのものと同じである。

注意してほしいのは、今現在、どの安定化ﾚﾍﾞﾙが適切かということでの合意がされていない

ことだ。 SAR WG1（Schimel他、1996年）やTP3では、ここのに加えて、安定化ﾚﾍﾞﾙ、350、

750、1000ppmvでも検討がされている。ここに記した結果は、可能性という意味では中程度の

範囲のもので、他の場合にも簡単に一般化できるものだ。

　450ppmvの安定化ﾚﾍﾞﾙでは、排出抑制のｹｰｽは、次世紀の最初の数十年間“S”と“WRE”の間をと

り、その後は、安定化ｺｰｽでの排出のどちらよりも、上に増加していく（図-7）。したがって、

450ppmvの安定化目標を選択するなら、抑制ｼﾅﾘｵで与えられている排出を超える、追加的で、

やがては相当量になる地球規模排出削減が、21世紀の早い時期に必要となってくる。濃度が

550ppmv以上で最終的に安定化するとするなら、地球規模排出は、21世紀の少なくとも最初

の数十年間は提案されている抑制案のｺｰｽをとることが許されるが、いずれは、抑制案のｺｰｽ

より低くするような相当量の削減が必要となってくるだろう。より高い安定化濃度目標では、

抑制案のｺｰｽをより長期間たどることが提案でき、それでも実質的に目標に達することができ

る。

　一般的な結果からすると、地球規模排出が濃度安定化につながらないｺｰｽから外れるのが遅

いほど、その後の安定化達成のために必要な排出削減の程度が大きくなってくる。この原則

は、“S”と“WRE”の排出ｺｰｽの比較で、明らかに実証できており、後者が当初IS92a ｼﾅﾘｵに従って

いるのに対し、“S”ｺｰｽの方は1990年からIS92aから離れていっているのに注意する必要があ

る。同じように、 IS92a ｼﾅﾘｵの非付属書I諸国の排出と排出抑制策との組み合わせではどれ

も安定化に近づかないことから（図ー６参照）、地球規模排出がこれら抑制案のｺｰｽから離れ

ていくのが遅ければ遅いほど、与えられた濃度安定目標を達成するため、より大きな将来的

排出削減が必要となる。さらには、特定の抑制案ｺｰｽに従う期間が長ければ、それだけ、気象

ｼｽﾃﾑへの累積的影響（つまり、地球平均気温の上昇や海面水準上昇の削減を通じた影響）が

小さくなっていく。ーWigley他（1996年、図-3）など参照。

　これらの結論は、非付属書I諸国の排出がIS92a ｼﾅﾘｵに従うとした場合に特に当てはまる

ものである。既にのべたように、非付属書I諸国の排出がIS92c ｼﾅﾘｵをとり、付属書I諸国

がIS92aやいずれかの抑制案に従うなら、若干の追加策または追加策がなくても、500ppmv

に近い水準で安定化がおきるだろう。しかし、もし非付属書I諸国の排出がIS92eのｺｰｽをと

るなら、 IS92aの場合より早い時期で、排出抑制案以上の地球規模排出削減を追加実現する

ことが、必要となってくると予想される。

　こういった結果がでてくるわけは、濃度安定化を実現するには、どの濃度安定目標値を選

ぶにしても、現在増加傾向しつづけているCO2排出を、いずれは逆転することが必要だからで

ある。非付属書I諸国の排出がIS92cで推移する場合の排出抑制案では、その逆転は21世紀
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はじめにおき、2100年には、濃度安定化へ向けての傾向がはっきりしてくる。非付属書I諸

国がIS92aや IS92eのｼﾅﾘｵをとる場合の排出抑制案では、21世紀をとおして地球規模排出が

増加し続ける。（図-4参照）この傾向を逆転するには、かなりの追加的排出削減が必要にな

ってくる。排出傾向を逆転できるかどうかには、経済的、社会的、技術的そして政治的な限

界があるが、そういった限界要因の考察は、本書の目的を超えたものである。より詳しい情

報についてはTP3を参照されたい。

　多様な排出抑制案は、また気候変動に対しても異なる影響を及ぼし、それは、広い意味で

は、地球平均気温や海面水準への影響を通じて評価することができる。これらの影響につい

ては次の章で考察する。
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7.　各種排出抑制案の地球平均気温と地球平均海面水準に関する影響結果

　各種排出抑制案が、地球平均気温と地球平均海面水準に及ぼす影響結果を求めるため、SAR

WGI（Kattenberg他、1996年）で採用されたﾓﾃﾞﾙを用いた。これらﾓﾃﾞﾙについての詳細はRaper

他（1996年）とTP2（Harvey他、1997年）にのべられている。ここでの計算には幾つかの不

確定要素があり、その主要なものは、(a) 排出抑制案の範囲や非付属書I諸国の排出につい

ての仮定、(b) 関係する物理的なﾌﾟﾛｾｽに関する我々の理解の不確実性、(c) CO2以外のｶﾞｽ

の影響をどう見るかについての選択、などから生じてきている。

(a)　 排出抑制案の範囲や非付属書I諸国の排出についての仮定

　異なる抑制案により生じる影響可能性の範囲を測るため、最も極端なｹｰｽである

NL-2%についてのみ検討した。非付属書I諸国については、 CO2排出がIS92a、c、e ｼ

ﾅﾘｵに従うという３つのｹｰｽで、考察した。非付属書 I諸国の排出を特定する必要があ

り、これは、付属書I諸国の削減の影響は、地球規模排出のﾚﾍﾞﾙに依存するからであ

る。地球規模排出の規模が小さい場合は、大きい場合と比べて、同一の（付属書I諸

国排出）削減量であっても、放射強制力、気温変動、海面上昇に与える影響が大きく

なる。17こういった重要な影響を及ぼすとはいえ、排出の変動範囲（特定の時点での

各種排出抑制案により生じる変動範囲）が比較的小さいなら、気温や海面の反応は、

依然として、地球規模排出にほぼ直線的に比例する。このため、ここで述べる結果を、

直線的関係で一般化することが可能である。既に述べられているように、ここでの結

果は、排出抑制案をCO2当量で表現した場合にも当てはまる。（TP3参照）

(b)　物理的なﾌﾟﾛｾｽについての不確実性

　関係する物理的ﾌﾟﾛｾｽについての我々の理解の不完全さからくる不確実性を数量化

するため、ある範囲のﾓﾃﾞﾙﾊﾟﾗﾒﾀｰ値を使用した。これは、SAR WGI（Kattenberg他、

1996年）でも使われた手法である。地球平均気温については、３つの気象感度値を使

ってｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを行った。これは、 CO2倍増での地球平均気温上昇の平衡値（ΔT2x）

を 1.5、2.5、4.5℃とした場合である。他の全ての気象ﾓﾃﾞﾙﾊﾟﾗﾒﾀｰは、SAR WGIで使

用されたものを使い、ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝにも、同文書で使われた熱塩循環（thermohaline）の

緩慢化や、陸地・海面での気象感度差を使用した。気象感度以外のﾊﾟﾗﾒﾀｰから生じる

不確実性は、比較的小さく、これは、例えばWigley and Raper （1993年）の報告書

により実証されている。海面水準については、融氷ﾊﾟﾗﾒﾀｰが低、中、高の場合で検討

した。海面水準の不確実性の範囲を、より詳しく知るため、SAR WGI（Warrick他、1996

                                                
17 　こういった効果は、主に放射強制力が CO2 濃度に非直線的（対数的）に比例するからである。

CO2 については、地球規模排出が小さい場合、与えられた排出削減によっておきる濃度減少は、実質

上少なくなる。しかし、この効果は、非直線的な強制力と濃度の関係により、相殺されてあまりが

ある。
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年）と同様、これらﾊﾟﾗﾒﾀｰを、気象感度の低、中、高の場合と組み合わせた。

(c)　CO2以外のｶﾞｽの影響

　他のｶﾞｽの影響を探るため、それらの排出についての理想的な“ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ”のｹｰｽ、特

にTP3で使用しているﾍﾞｰｽﾗｲﾝのｹｰｽを使っている。ここでは、CH4、N2O、SO2の排出は、

それぞれの1990年の値を保持することとし、ﾊﾛｶｰﾎﾞﾝはﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ議定書§のｺﾍﾟﾝﾊｰｹﾞﾝ

修正書に合致したｼﾅﾘｵで推移するとした。 CH4とN2Oの排出では、これらのｶﾞｽの 1990

年の値のﾊﾞﾗﾝｽを確保するために、 SAR WGI（Kattenberg他、1996年）と同様、 IS92

ｼﾅﾘｵで与えられている値を調整している。1990年の値を定数とすることは、TP3との

統一性という利点だけでなく、IS92 ｼﾅﾘｵ間での非温室効果ｶﾞｽ排出の違いにより、生

じる可能性のある複雑化も回避できる。さらに、TP3での感度の研究結果を参照する

ことによって、CH4、N2O、SO2排出が、一定排出のｹｰｽから外れた場合に、これら結果

がどう影響されるかを、個別に推定することも可能となる。

　NL-2%排出抑制ｼﾅﾘｵにおける、地球平均気温と海面水準への影響結果を図-8と-10に示した。

これらの数字は、地球規模CO2排出がIS92a、c、e ｼﾅﾘｵに従うという「抑制なし」の場合と、

非付属書I諸国の排出がIS92a、c、e ｼﾅﾘｵに従い、付属書I諸国はNL-2%に従うという「抑制

あり」の場合とを比較したものである。それぞれの数字は、３つの気象感度値（ΔT2x＝1.5、

2.5、4.5℃）と、海面水準結果に関する低、中、高の融氷推定値との組み合わせについての

予測値を示している。

　 NL-2%排出抑制ｼﾅﾘｵの影響で、地球平均気温や海面水準が抑えられるかどうかは、付属書 I

諸国の排出のﾍﾞｰｽﾗｲﾝとして使われた排出ｼﾅﾘｵ（IS92a、c、e）、地球規模総排出量（つまり

非付属書I諸国の排出の設定）、そして気象感度や融氷ﾊﾟﾗﾒﾀｰによって、左右される。付属

書I諸国排出のﾍﾞｰｽﾗｲﾝが高い場合には、削減量は大きくなる、というのは、これらの場合、

どの抑制案であってもより大きい排出削減となるからであり、また、気象感度や融氷値が大

きい場合にも、削減量が大きくなる。2100年の時点でのNL-2%の場合の気温低減（気象感度

は低から高）は、（ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ）IS92aで0.34-0.68℃、IS92cで0.11-0.23℃、IS92eで0.44-

0.91℃である。これに対応する海面水準の降下は、IS92aで4.5-11.5cm、IS92cで1.6-4.6cm、

IS92eで6.2-15.0cmである。

　ここで考察したｹｰｽにおいては、特定の年度でのCO2排出、その年度までのCO2排出の累積、

その年度でのCO2濃度と放射強制力、それと対応する気温や海面水準（どういう組み合わせの

ﾓﾃﾞﾙﾊﾟﾗﾒﾀｰでも）との間には、密接で実証された関係があることから、現在の結果を一般化

して、特に考察しなかった他のｹｰｽに当てはめることは可能である。上記の関係では、特定の

年度での気温や海面水準の変化が、その年度でのCO2排出のﾚﾍﾞﾙとほとんど直線的に比例する

という特徴がある。これは、図-11の 2020年のものに示されている。他の年度についても、

同様の結果を導くことができるが、年度が先にいけばいくほど、直線的な関係からは、やや
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ずれてくる。ここで考察しなかった排出抑制の場合についての2020年での結果を求めるには、

ただ単に、図-11に 2020年での適切な排出値を入力し、ﾃﾞｰﾀ上の点に当てはまる直線を使っ

て、選択された気象感度値と気温や海面水準の変化を読みとる。全ての変化は経時的にはほ

とんど直線に近いことから、2020年の結果を、図-8や図ｰ 10を使って他の年度に一般化して

当てはめる事も可能である。しかし、こういった計算方法は、注意して扱う必要がある。排

出が、ここで考察したｹｰｽと同程度に、スムーズな経時変化をする場合にのみ、適用すること

ができる。
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付録

付録1 最近の排出抑制案

　本文書主文に注意書きされているように、本技術報告書の初稿が作成された後、AGBMの交

渉文書（FCCC/AGBM/1997/3/添付 1、1997年４月２２日付）の中で、新規の排出抑制案の提案

や、案の撤回がされている。この交渉文書には、提案を提出している締約国の名前は含まれ

ていないが、本書では、区別できるように、国名をつけ加えた。（表ーA1）１つの案を除き、

これら提案は、特定の数量単位で表現するなら、すでに考慮されている可能性の範囲におさ

まる。現在の所、どの提案も承認されておらず、そのため、提案されている排出抑制策につ

いての影響分析はどれも、影響可能性の範囲を示唆するものとしてしか、考えることはでき

ない。第７章に、どのようにすれば、すでに求められた結果を使って、新しい状況を容易に

数量化できるかについて示した。したがって、我々の判断では、提案１３（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ）を除き、

新規提案を使って新しく計算を行う必要はない。（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ案についても、厳密に言えば、必

要はない、というのは、前に示された材料からの類推で、その影響を簡単に求めることがで

きるためである。）注意しなければならないのは、これら提案の幾つかが、特定の数量上の

提案をするというよりも、排出抑制案を構成する原則に関わったものであるということであ

る。これらの一部では、非特定の数量や日程を示す必要がある。ここでは、付属書 I 諸国の

変化割合を P1, P2などで表し、日程を x, y, z を年数として、[2000+x], [2000+y], [2000+z]

で表した。原文（FCCC/AGBM/1997/3/添付 1、1997年４月２２日付）では、多くの提案の内容

について、ここに示すよりも詳しい記述がされている。
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表A 1 本技術報告書の初稿以後提案された排出抑制案（FCCC/AGBM/1997/3/添付 1、1997

年４月２２日付）

提案 提案国 対象国

排出抑制案

（FCCC/AGBM/1997/3/添付 1、1997年４月２２日付）

１

２

３

４

５

ﾄﾘﾆﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄ

ﾊﾞｺﾞ、AOSIS

代表

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ

ｵﾗﾝﾀﾞ EU と

その加盟国

を代表

ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞとﾉ

ﾙｳｪｰ

日本

付属書I

付属書A18

付属書X19

付属書I

付属書I

　2005年までに、CO2を 1990年比 20%削減し、他のGHGについ

ても特定の目標と日程を承認する。

　各国のGHG 排出目標を 2010年で、1990 年比-30 から+40%の

間にしなければならないとする。

　2000年以後の特定の時間枠内に、GHG 排出を 1990 年比相当

量の削減をする。

　CO2,CH4,N2Oを合わせた排出削減を、2005年では少なくとも

7.5%20、2010年では15%とする（比較年は1990年）HFC,PFC,SF6

については、遅くとも、2000年には、上記削減目標の対象ｶﾞｽ

に追加すること。

(a)　[2000+x1]から[2000+x2]の間に、GHG の実質排出量を、

1990+z1年比（または同等の期間の平均で）P1%削減。

(b)　その後の[2000+y1]から[2000+y2]の間に GHG の実質排出

量を、1990+z2年比（または同等の期間の平均で）P2%削減。

「ﾉﾙｳｪｰは、差違化、統括性、柔軟性、調和の条件の下で、付

属書I諸国GHG排出を2020年までに、10-15%削減を提案」21

　各国は、次の２種の規定のいずれかの選択が可能。

(a)　[2000+x]から[2000+x+[5]]の間で、一人当たり CO2 排出

を特定の水準以下にする。

(b)　 [2000+x]から[2000+x+[5]]の間で、CO2排出を、1990年

ﾚﾍﾞﾙより P％削減。

排出抑制案

                                                
18 　付属書 Aは、現在条約上付属書 Iとしてﾘｽﾄされている国をﾘｽﾄしたものだが、OECD の新規加盟国など、

他の国にも開放したものとする。

19 　付属書 Xは、現在条約上付属書 I諸国としてﾘｽﾄされている国に、ｸﾛｱﾁｱ、ﾁｪｺ、ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ、ﾒｷｼｺ、韓国、

ｽﾛﾊﾞｷｱ、ｽﾛﾍﾞﾆｱを加えたもの。開発途上国や経済移行国を加えることも可能。条約の付属書 I諸国では、ﾁｪ

ｺｽﾛﾊﾞｷｱが１国としてﾘｽﾄされている。

20 　この削減目標「最低 7.5%」というのは、1997 年６月 19 日のｶｳﾝｼﾙ決議で合意されている。
21 　AGBM 第６回ｾｯｼｮﾝ（1997 年 3 月 3 ｰ 7 日､ﾎﾞﾝ）でのﾉﾙｳｪｰの発言。
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提案 提案国 対象国 （FCCC/AGBM/1997/3/添付 1、1997年４月２２日付）

６

７

８

９

10

11

ﾛｼｱ連邦

ｽｲｽ

ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ

ﾍﾟﾙｰ

米国

ｺﾝｺﾞ民主共

和国

付属書 A

と他の途

上国

付属書I

付 属 書

[*]22

付属書I

付 属 書

A23と付属

書B24

付属書I

　2000-2010年の間、GHGの平均排出量を1990年ﾚﾍﾞﾙか、他の

合意された基本年のﾚﾍﾞﾙで維持。排出削減は2010年以後。

　第一段階として、2010年までに、全GHG 排出量を1990 年比

10%削減。

　[2000+x]年以後、Y 年の間、n 年ごとに GHG 排出抑制の公約

を設定する。

(a)　2000年までにGHG排出を1990年ﾚﾍﾞﾙに戻す。

(b)　CO2排出を 2005 年までに 1990 年比 15%削減し、他の GHG

については、現実的な2005年の目標を設定する。

(c)　2010年までに、GHG排出を1990年比さらに15-20％削減。

（本提案には、目標を達成しなかった国への排出削減罰則条項

を含む。）

(a)　付属書 A と B の各国は、排出予算と呼ばれる、複数年の

GHG実質目標を割り当てられる。

(b)　各付属書A国の排出予算は、その1990年の排出量X予算

期間の年数に対する一定の割合に等しいとする。

(c)　各付属書 B 国の排出予算は、各国が提案し、既存の付属

書A、B各国との合議ﾌﾟﾛｾｽで合意されたものとする。

(d)　排出予算は、排出量取引、排出権つき共同実施、そしてﾊﾞ

ﾝｷﾝｸﾞにより、拡大することができる。

　2000年までにGHG排出を1990年水準に戻した国は、2005年

までに 1990 年比 10%、2010 年までに 15%、2020 年までに 20%

削減。（目標を達成しなかった国への、排出削減の罰則を含

む。）

                                                
22 　付属書[*]諸国には、条約の付属書 I諸国と、議定書の下での拘束力のある排出抑制公約を受け入れる

他の諸国を含む。

23 　米国案では、付属書 Aには、条約の付属書 I諸国に、第二条の規定に従って、後日加入した国を含める。
24 　付属書 B諸国には、議定書締結の前に、この付属書にふくまれることを希望するむね、表明した、付属

書 Aに含まれない国と、第 2条の規定に基づいて後日加入した国を含める。
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提案 提案国 対象国

排出抑制案

（FCCC/AGBM/1997/3/添付 1、1997年４月２２日付）

12

13

14

15

16

ﾀﾝｻﾞﾆｱ共和

国連邦、ｸﾞﾙ

ｰﾌﾟ 77 と中

国を代表

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ

EU の協力国

ｸﾞﾙｰﾌﾟ（ﾌﾞﾙ

ｶﾞﾘｱ、ｴｽﾄﾆ

ｱ、ﾊﾝｶﾞﾘｰ、

ﾗﾄﾋﾞｱ、ﾎﾟｰﾗ

ﾝﾄﾞ、ﾙｰﾏﾆ

ｱ、ｽﾛﾊﾞｷｱ、

ｽﾛﾍﾞﾆｱ）

ﾁｪｺ共和国

ｶﾅﾀﾞ

付属書I

付属書I

付 属 書

XX25

付属書X

特定せず

　(a)　2000年までにGHG排出を1990年水準に戻す。

　(b)　2005年までにGHG排出を1990年比 P1％削減

　(c)　2010年までに、GHG排出を1990年比さらにP2％削減。

　(a)　2000年までにGHG排出を1990年水準に戻す。

　(b)　2005年までにGHG排出を1990年比 20％削減

　(c)　 2010年までに、GHG排出を1990年比さらに20％削減。

（目標を達成しなかった国への、排出削減の罰則を含む。）

　(a)　2005年までに、CO2、CH4、N2Oの排出をともに1990年

水準かそれ以下まで削減（100年の時空間でのGWP を使った、

質量合計で）（削減割合は批准時に宣言する）

　(b)(　2005 年以後は、CO2、CH4、N2O の排出を抑制または削

減する。

　2005年までに、CO2、CH4、N2O排出（100年の時空間でのGSP

を使った、集計で、）を1990年比 5%削減、2010年までに 15%

削減。2000年以前の削減分を目標達成に使用可。

　GHG排出のﾍﾞｰｽﾗｲﾝを、合意された特定の数年の間での平均と

して設定する。目標は、合意された将来の何年かの平均として

（ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ比を仮定）特定する。

注：ﾌﾞﾗｼﾞﾙは、本交渉書類の後、2020年までに、CO2、CH4、N2Oを 30%削減するという目標を

打ち出している。提案の原案は、FCCC/AGBM/1997/MISC.1/Add.3 に掲載されており、

FCCC/AGBM/1997/INF.1では、代案I（11項）としてふくまれている。

                                                
25 　付属書 XX は、EU 案の付属書 Xから派生。
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付録２ ﾌﾗﾝｽ(FR)とｵﾗﾝﾀﾞ (NL)の排出制限案の数量化

　本付録書の目的は、ﾌﾗﾝｽ(FR)とｵﾗﾝﾀﾞ(NL)の排出抑制案を数量化し、他の国の提案（本文の

表ー３を参照）や IPCC IS92 ｼﾅﾘｵと関係づけた数字にすることである。まず、付属書 I 諸国

の排出という意味で、両案を考察することから始める。その後、結果に非付属書 I 諸国の排

出を組み入れて、地球規模へ拡大する。本文で述べているように、非付属書I諸国の排出は、

排出抑制策をとらないという仮定をﾍﾞｰｽにしている。また、提案は、温室効果ｶﾞｽ排出の削減

に関するものだが、ここでは、化石起源のCO2排出だけに、提案を適用していることにも注意

されたい。

　FRと NL案は、比較する上で、有用である。というのは、前者が一人当たり排出、後者が排

出の絶対量という、非常に異なる排出区分をﾍﾞｰｽにしているからである。一人当たりの排出

を使うことは、将来の人口という、新たな不確定要素を組み入れることであり、その排出絶

対量の計算を複雑にさせる。一人当たり排出というのは、異なる国同士（特に、付属書 I 諸

国と非付属書 I 諸国間）を比較するのに有用な統一概念を提供できるが、その一方で、下記

に述べるような計算の複雑さがあり、これをﾍﾞｰｽにする排出抑制案はどれも、実施上の困難

がより大きくなる。

付属書I 諸国の排出

　NL 案については、付属書 I 諸国の将来的化石 CO2排出の算定は、簡単である。これら諸国

の量については、IPCC92 (Leggett他、1992 年)、Pepper 他(1992）から、1990 年の化石 CO2

排出の値、4.59 GtC/年、を使用できる。（詳細は、付録書3を参照）ここでは、（本文参照）

付属書I諸国の排出は、2000 年で、1990年水準のままであると仮定した。そのため、年 1－

2%（積み上げ）と示唆されている削減（本文、表ー１）は、2000年（本文の表ｰ 2にあるよう

に）に始まるとみなされる。ここでは、二つの別々な場合を想定した。2000年から各年1%削

減を積み上げる場合(NL-1%)と、2000年から各年2%削減を積み上げていく場合(NL-2%)である。



GISPRI 仮訳

30

表B 1 ﾌﾗﾝｽの排出抑制案(FR)の下での、付属書I諸国化石CO2排出(GtC/年）。人口予測の

低、中、高は、IPCC92（Leggett他、1992年）で使われているUN中ー低、世銀、UN中ー高の

予測を参照。（本文の表ー４参照）1990年と 2000 年の排出量は、4.59 GtC/年（本文参照）

とした。2010年の項の下にあるのは、一人当たり排出量と、その計算に使われた2000年の数

字（3.485 tC/年）をﾍﾞｰｽとした一人当たり排出量の変化率である。2100年の項では、一人当

たりの年間排出量の絶対数を示した。この表では、追加分析での最低、中間、最高の場合を

定義するために使用した排出量を、それぞれFR-低、FR-中、FR-高で示した。本文で使用した

中間のｹｰｽで使われた排出量は、中程度人口増加予測での値と、2010年で 4.34 GtC/年、2100

年で 2.69 GtC/年から得られた値の平均値である。

2010 2100

一人当たり排出量 (tC/

年）

3.14

(2000年で 10%

減）

3.24

(2000年で 7%

減）

1.6 2.2

人口数予測 FR案における付属書I諸国の化石 CO2排出（GtC/年）

低

中

高

4.10 (FR-低)

4.27 (FR-中)

4.53

4.24

4.41 (FR-中)

4.68 (FR-高)

1.34 (FR-低)

2.27 (FR-中)

3.54

1.85

3.12(FR-中)

4.87(FR-高)

　FR 案は、より複雑である。ここでも、我々がこの案を分析するのには、1990-2000 年の付

属書 I 諸国の排出が、1990 年水準で一定して推移すると想定した。2000-2010 年の間の排出

の変化は、一人当たり排出で7-10%低下すると特定した。これによる排出絶対量を計算するに

は、2000年における一人当たりの排出予想量を、知る必要がある。IPCCの文書を使って、こ

の値を推定することもできるが、それは、将来の人口に関するｼﾅﾘｵに依存する一定の範囲の

値をとる可能性がある。（本文の表ー４を参照）

　IS92 ｼﾅﾘｵでは、３つの人口予測を使っており、これは、UN予測中ー低（IS92cと dで使用）、

世銀予測（IS92a,b,eで使用）、UN予測中ー高（IS92fで使用）である。これら予測における、

2000年時点での付属書I諸国の人口予測は、表-4から直線的に求めると、それぞれ12.86億

人、13.13 億人、13.54 億人である。これらの数字と、4.59 GtC/年という排出総量を合わせ

ると、1990年の 3.63 GtC/年と比較して、2000年の一人当たりの年間排出量は、それぞれ3.57

tC/年、3.50 tC/年、3.39 tC/年、となる。範囲が比較的小さいことから、2000年の値は、い

ずれにしても、不確実であり、この３つの数字の平均をとって（数字を丸めないなら、3.485

tC/年）、2000年の一人当たり年間排出量の代表値とした。(1990年の水準より、4%ほど低減）

　2000年のこの値に対し、2000-2010年の間で一人当たり排出量を7-10%削減すると特定され
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ていることを、適用するなら、2010年での一人当たり年間排出量の範囲は、3.14－3.24 tC/

年となる。この範囲を実際の排出量に変換するには、人口の数字を掛ける。そうするには、

人口の増加における不確実性を、再度取り入れなければならない。表-4の直線的延長で求め

られる2010年の人口についてのIPCCの予測範囲は、UNのｼﾅﾘｵで、13.07ー14.44億人、世界

銀行のｼﾅﾘｵで、13.63 億人である。そのため、2010 年における最も排出量の高い数字（人口

の増加が大きく、一人当たり排出量が大きい）は、4.68 GtC/年、最も低い場合（人口増加が

低く、一人当たり排出量も低い）で、4.10 GtC/年である。中間値の範囲は、4.27 GtC/年（人

口は中程度、一人当たり排出量は低い）、4.41 GtC/年（人口は中程度、一人当たり排出量は

大きい）であり、その中心値は、4.34 GtC/年である。これら2010年の排出量は、図B1に示

した。詳細の数字は、表B1に記載した。

　2100 年では、FR 案は、付属書 I 諸国の一人当たり排出については、1.6-2.2 tC/年という

絶対量の範囲を取る。これを排出総量にするには、本文の表-4に示したIPCCが特定する、人

口成長の不確実性を引き続き組み入れなければならない。2100年での排出量について、高い

範囲の数字を求めるため、我々は、一人当たり排出量としては高い数字（2.2 tC/年）を使用

した。このことから、人口数の水準が、低い場合、中間の場合、高い場合、排出総量は、1.85、

3.12、4.87 GtC/年（表 B1 参照）となる。同様に、排出量の低い範囲としては、一人当たり

1.6 tC/年の排出量を使って、1.34、2.27、3.54 GtC/年となる。（表B1参照）

　付属書I諸国の排出抑制ｼﾅﾘｵの全体像は、2010年における排出量の一連の数字と、2100年

までの 90 年間の間、直線的な変化をすると仮定して求めた 2100 年での数字を組み合わせる

ことで、得ることができる。他の方法を使っても、2010年と 2100年の間の推移を知ることが

できる。（例ー排出総量ではなく、一人当たり排出量から推定する）しかし、ここでの目的

は、原案に合致した単純な抑制ｼﾅﾘｵの提供であることから、どの推算方法を選択するかは、

重要ではない。異なる結果を組み合わせる方法は、いくつもあり、その可能性の範囲は、表

B2に記載され、図 B1に示した組み合わせの範囲をとる。本文での計算では、FRー低、FRー中、

FRー高の場合だけを使った。

　まとめると、付属書I諸国に関しては、FR案と NL案と合致する可能性のある５つの排出抑

制ｼﾅﾘｵが、得られた。これらは、FRー低、 FRー中、FRー高（ﾌﾗﾝｽ案をﾍﾞｰｽにしたもので、数

字が低、中、高、それぞれの場合）、と、NL-1%、NL2%（NL 案に基づき、2000 年からの積み

上げ排出削減を1%とした場合と、2%とした場合）である。（図B2参照）

表B 2 ﾌﾗﾝｽの排出抑制案(FR)を基にした、2010ー2100年の間の付属書I諸国化石CO2排出

量(GtC/年)の変化と、そのﾍﾞｰｽとなった仮定条件。FR-中間のｹｰｽは、FR-中(HIGH)と FR-中(LOW)

の平均値。
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略称 人口 2000-2010年での一

人当たり排出の減少

2100年での一人当た

り排出量

2010年から2100年の

間の変化

(GtC/年）

FR-高

FR-高（LOW)

FR-中（HIGH)

FR-中間

FR-中（LOW)

FR-低（HIGH)

FR-低

高

高

中

中

中

低

低

低

低

低

中間 1

高

高

高

高

低

高

中間 2

低

高

低

4.68-4.87

4.68-3.54

4.41-3.12

4.34-2.69

4.27-2.27

4.10-1.85

4.10-1.34

注：1ー2010年の数字は、中程度人口増加予測の場合で、2000-2010年の間の一人当たり排出

量減少が小さい場合と大きい場合の平均となっている。＝(4.27+4.41)／2

　　2ー2100年の数字は、中程度人口増加予測での2100 年の一人当たり排出量で、小さい場

合と大きい場合の平均。＝(2.27+3.12)／2

地球規模排出

　地球規模排出量を求めるため、これらの付属書I諸国の排出量を、IS92 排出ｼﾅﾘｵの非付属

書I諸国排出とを組み合わせた。26（本文の図2を参照）FRの付属書Iのｹｰｽ（FR-低、FR-中、

FR-高）が、人口増加予測の低、中、高の場合に該当することに、注目しなければならない。

このため、IS92 ｼﾅﾘｵでの非付属書I 諸国の排出と組み合わせて使用する場合には、該当する

同じ人口予測のｼﾅﾘｵのものだけと組み合わせて考察する必要がある。本文での計算では、非

付属書I諸国の排出に関して、 IPCCが考えている排出可能性の全ての範囲をｶﾊﾞｰする、IS92a、

c、eのｼﾅﾘｵを取り上げている。したがって、付属書 I諸国に対するFR排出抑制案と非付属書

I諸国に対するIS92a、c、e 排出ｼﾅﾘｵの組み合わせで、完全に合致する組み合わせは、FR-低

と IS92c、FR-中と IS92a、FR-中と IS92eである。

　人口増加大のｼﾅﾘｵは、IS92fにのみ使われており、このｼﾅﾘｵを作成する上で使われた他の仮

定条件（IPCC92ーLeggett 他、1992 参照）から、中程度の人口増加を見込んだ IS92e の場合

よりも、排出は低くなっている。ここでは、可能性の最大範囲にわたるものとする必要があ

ることから、FRー中と IS92e の組み合わせよりも、FRー高と IS92e の組み合わせを使用して

いる。この場合、付属書 I 諸国の排出削減が最少となる一方、抑制策なしの非付属書 I 諸国

                                                
26 　これらのｼﾅﾘｵでは、ﾊﾞﾝｶｰ油の燃焼からの排出は含まれていない。1990 年の地球規模排出量として使用

している数字には、ﾊﾞﾝｶｰ油も含めている。1990 年の時点では、これは 0.1 GtC/年に上った。
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の排出が、最大となる。つまり、提案されている排出抑制ｼﾅﾘｵで最大限の地球規模排出総量

となり、これにより、 CO2濃度の数字も予想される最大限のものとなる。

　NL排出抑制案については、付属書I諸国排出の設定(NL-1%と NL-2%)が、非付属書I諸国排

出に関する、IS92a、c、e ｼﾅﾘｵそれぞれとは、独立した関係にあり、したがって、それぞれと

組み合わせることが可能である。したがって、地球規模排出ｼﾅﾘｵの設定したｹｰｽを列挙すると、

（非付属書Iのｼﾅﾘｵを最初に書くと）IS92a と FR-中、NL-1%、NL-2%（図 B3a)、IS92cと FR-

低、NL-1%、NL-2%（図 B3b)、IS92e と FR-高、NL-1%、NL-2%（図 B3c)となる。本文では、こ

れらは図ー４に合わせて表示した。ここでは、より明確にするため、a、c、eそれぞれの結果

を別々に示した。
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付録３ 附属書 I諸国の1990年の排出における不確実性や誤差の可能性による影響

　本書で使用している排出の数値と、それを、付属書 I 諸国および非付属書 I 諸国に分けた

数値は、主に、IPCC92（Leggett他、1992年、Pepper他、1992年）のために用意され、与え

られている情報を基にしたものである。この付録書では、本文でまさに使用されている排出

量に対し、研究結果が、どれほどの感度で影響されているかについて、評価する。特に、付

属書 I 諸国のﾍﾞｰｽﾗｲﾝ、ここでは、それら諸国の 1990 年の排出量水準における不確実性の影

響を考える。まず、1990年の地球規模排出ﾚﾍﾞﾙから考察する。

　IPCC92（Leggett他、1992年、表A3.6）に記載されている地球規模CO2排出量は、IS92a ｼ

ﾅﾘｵで 7.4 GtC／年となっている。その報告書の表A3.11 では、これの内訳を、ｴﾈﾙｷﾞｰ部門が

6.0 GtC／年、森林後退（土地利用変化）からが 1.3 GtC／年、ｾﾒﾝﾄ製造からのが 0.2 GtC／

年としている。ここでの違いの0.1 GtC／年は、四捨五入によるものである。より詳しい内容

な、Pepper他（1992年、表 3.6.1）に与えられており、ｾﾒﾝﾄ製造の寄与分が、0.15 GtC／年

としている。すでに指摘されている（Enting他、1994年、69-70 頁）ことは、こういった数

値が、炭素ｻｲｸﾙのﾓﾃﾞﾙ計算上、精密さの点で不十分であり、信頼ある分析としては、どうい

ったものでも、四捨五入による誤差を認めるわけにはいかず、IPCC92（Leggett他、1992年）

とPepper他(1992年)で採用されている排出量の数値は、より最近の推定値とは一致しないと

いうことである。このことから、IPCC92に続くIPCC の研究の中で1990 年の排出量として採

用しているのは、ｴﾈﾙｷﾞｰとｾﾒﾝﾄ製造からの排出量で 6.10 GtC／年（Marland と Boden、1991

年から、Marland 他、1994 年における数値と一致している。参考までに、最も最近の計算値

は、6.11 GtC／年）というものである。この地球規模（排出）総量には、全ての排出源から

の排出が含まれているーﾊﾞﾝｶｰ油（国際間運輸に使用される燃料）を含めた化石燃料、ﾌﾚｱｽﾀ

ｯｸ（油田から出る不用天然ｶﾞｽの燃焼）、ｾﾒﾝﾄ製造、非燃料用CO2製造。

　付属書I諸国と、非付属書I諸国との内訳については、本書では、IP1（Acosta Moreno他、

1996年、表A3、78頁）と同様、IPCC92（Leggett他、1992年）と、Pepper他(1992年）を、

主に参照している。IPCC92 の表 A3.7 では、OECD 諸国、ソ連と東欧の排出の合計を 4.5 GtC

／年となっている。明確に記述されているわけではないが、これは、（Pepper他、1992年、

表 3.1.16-21 で確認できるように）ｴﾈﾙｷﾞｰ部門のものだけである。ｾﾒﾝﾄの製造の意味では、

これに、0.09 GtC／年が加わる（Pepper他、1992年）。IPCC92（Leggett他、1992年）でも、

Pepper他、(1992年）でも、特に記述されてはいないが、この数値には、ﾊﾞﾝｶｰ油の燃焼によ

る排出は含まれていないようである。27　この数字は大きすぎると考えるに十分な理由があり、

                                                
27 　排出抑制に関する法的措置の上で、ﾊﾞﾝｶｰ油をどう扱うかについても、地球規模排出におけるﾊﾞ

ﾝｶｰ油の構成分を付属書 I 諸国と非付属書 I 諸国に割り当てるのか、割り当てるとしたらどのように

するのかについても、明らかになっていないことに、注意されたい。したがって、本書では、排出

のうちの、付属書 I 諸国分には、この分は含まれていないと想定した。
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一つには、IPCC92の分析が古すぎること、そして今一つは上記の国分けが、付属書I 諸国と

して定義されているｸﾞﾙｰﾌﾟ分けと等しくないということがある。特に、旧ソ連ｸﾞﾙｰﾌﾟには、

いくつか付属書I諸国でないものが、含まれている。

　より最近の研究では、SAR WGIII（Nakicenovic他、1996年、柏木他、1996年）に記載され

ているように、4.59 GtC／年は大きすぎることが指摘されている。本報告書では、IPCC92に

採用されたものよりも質の高いと思われる、di Primio (1993年）とMarland他(1994年）か

らの情報を採用している。Marland 他(1994 年）のﾃﾞｰﾀは、より正確な数値は、4.0 GtC／年

程度であるとしている。ここでは、本文に示されている結果が、この1990年の参照数字にど

れほど敏感に対応しているかを推測することだけが、問題であることから、必ずしも正確な

数値を知ることが必要なわけではない。このため、1990年の付属書I 諸国の排出量を、本書

での主要な計算に使用した数値より0.5 GtC／年低い、4.09 GtC／年として、分析を行うこと

にした。付属書I諸国の1990年の仮定数値に対し、本書の他の章で記載されている濃度予測

への影響がどの程度のものなのか？この疑問に答えるには、付属書 I 諸国の排出とそれ以外

のもの（非付属書I諸国排出とﾊﾞﾝｶｰ油28排出）という、全地球排出量の二つの構成部分が、

付属書I諸国の1990年の「参照」排出量の変更で、どれだけの影響を受けるかを見極める必

要がある。特に、NL-1%と NL-2%の排出抑制案について考察した。

　付属書I諸国の場合、将来の排出量が、4.09 GtC／年というより低い1990年の参照値と結

びついているため、再計算された排出量は、いかなる場合でも、より低い値となる。残りは、

それほど明確な状況になく、多様な選択が可能である。1990 年の地球規模排出量が等しい

（6.10 GtC／年）ことから、どの場合でも、この構成部分の1990年の数値は高いものとなる。

（つまり、1.51 GtC／年ではなく、2.01 GtC／年）2000年およびそれに続く未来については、

以前に使われているIS92の数値（すなわち、IS92aの場合で2000年の数値が2.00 GtC／年、

本文の図-2 参照）を維持するか、または、1990 年での「誤差」0.5 GtC／年の分、全ての数

値を引き上げるかである。（つまり、IS92の絶対値を維持するよりも、その変化の方を維持

する）前者の方法であれば、地球規模排出の数値は、1990年では同じ数値で始まり、それ以

後の年度では、元の数値よりも、2000 年までは直線的に 0.5 GtC／年分低い数値となり、そ

れ以後は、値の差が縮まって、2100 年で 0.18 GtC／年（NL-1%）か、0.07 GtC／年（NL-2%）

となる。第二の方法では、地球規模排出量は、1990-2000年の間は変化がなく、それからは、

元の値よりも大きな値をとり、NL-1%の場合では、2100年で 0.32 GtC／年（NL-2%であれば、

0.43 GtC／年）まで徐々に差が開いていく。最初の方法の方が、短期的には濃度への影響結

果がより大きいものとなるため、この場合だけを考察した。この方法で定義された排出量を、

NL-1%＊と NL-2%＊とする。図 C1に地球規模排出の４つのｹｰｽ（元のｹｰｽと修正分）を図示した。

                                                
28 　ﾊﾞﾝｶｰ油の燃焼の将来的排出量についての情報はなく、その分は組み入れられていないことに

注意されたい。この少量の構成部分は、排出ｼﾅﾘｵの原案も修正したものにも共通したものであり、

これを無視することは、それほど結果に影響しない。
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　濃度に関する影響については、1990年の付属書I 諸国参照排出量の効果に関し二つの見方

をとることができる。第一に、NL-1%（あるいはNL-2%）での濃度と、NL-1%＊（あるいはNL-2%

＊）でのそれを比較することで、排出抑制案（NL-1%または、NL-2%）の効果が、この参照数

値にどれだけ依存しているかを、知ることができる。こういった濃度での違い（つまり、（NL-1%

ーNL-1%＊）および、（NL-2%ーNL2%＊）を、図 C2に示した。どちらの場合であっても、その

差は、徐々に広がっていき、NL-1%の場合で、2100年には 9 ppmvに達し、NL-2%の場合で、6

ppmvに近づく。2100年でのCO2放射強制力で言うと、これらの差は、0.1-0.2 W m-2になる。

そのような不確実性が気象や海面水準におよぼす影響は、極端に小さく、IS92 ｼﾅﾘｵの元での

将来的な非付属書I諸国排出量や、他のｶﾞｽの排出における不確実性、気象や海面水準のﾓﾃﾞﾙ

上の不確実性など、他の要素から生じる不確実性よりも、はるかに小さいのである。

　第二の比較は、異なる排出抑制案の間のものである。仮定した付属書I諸国排出量に対し、

NL-1%と NL-2%での濃度の差は、どれほど、影響を受けやすいものなのか？その結果を図 C3

に示した。ここでは、影響は、2000年まではｾﾞﾛであり、「誤差」は、それから、徐々に広が

って、2100 年では、 3 ppmv 程度に達する。2100 年での NL ｰ 1%対 NL-2%の濃度差、27 ppmv

は、低い参照数値の場合、 24 ppmv位にまで縮まる。これは、放射強制力や、気象上の影響

からすると、無視できる程度の影響である。

　結論として、ある特定の排出抑制案における絶対濃度の変化を見極めるには、いかなる参

照排出量のﾚﾍﾞﾙであっても、正確な数値を使うことが重要である。しかし、異なる抑制案の

間での濃度予測を比較する上では、両案とも同じ参照数値ﾚﾍﾞﾙを基にするなら、濃度の違い

は、正確な参照数値ﾚﾍﾞﾙに対し、比較的影響を受けない。
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付録４ 用語解説

ｴｱﾛｿﾞﾙ

大気滞留粒子の集まり。この用語は、ｴｱｽﾌﾟﾚｰに使われている噴霧剤と、間違って、関連づけ

られることがある。

付属書I 諸国

国連FCCCでの付属書Iで、1992年の時点でOECDに加盟していた諸国と、市場経済への移行ﾌﾟ

ﾛｾｽにある国、そして、欧州経済共同体の国によって、構成される。その全てのﾘｽﾄをこの用

語集の最後に示す。

人為的

人類の活動の結果として、あるいはそれから生じるの意味。炭素ｻｲｸﾙの上では、人類の活動

の結果、大気中に直接に放出される炭素とされており、「化石」起源と、「土地利用」の合

計である。純粋にCO2 ﾚﾍﾞﾙの増加の結果として生じる寄与分は、はっきりと除外している。原

則としては、人工の地球規模変化にともなうCO2の変化は全て、人為的排出に含めるべきであ

る。しかし、現状の分析では、そのような変化は、炭素勘定をﾊﾞﾗﾝｽさせるため、「 CO2固定

能力肥沃化」（後述）部分の中に含まれている。

炭素ｻｲｸﾙ

この用語は、大気、海洋、陸上生物圏、および地学上の堆積物の間でおきる、炭素（形態は

多様で、例えば二酸化炭素など）の交換を表すのに使われている。

気象（気候）

気象は、通常「平均的気候」またはより厳密には、数十年単位の期間（WMOの規定する３０年

というのが典型である）にわたる天候の統計学的表象で、関連する数値の中心値や変数で表

したものとして、定義されている。これらの数値は、多くの場合、地球表面上の変数で、例

えば、気温、雨量、風などであるが、より広い意味での「気象」は、気象ｼｽﾃﾑ全体の状態を

表す。

気候変動（F C C C の用語）

地球大気の構成を変化させるような人間の活動に、直接的、間接的に起因する気候の変動で、
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比較的長期間にわたって観察された自然の気候の変遷に追加的であるもの。

気候変動（I P C C の用語）

「気候変動」という用語の IPCC での用法は、人間の活動および／または自然のﾌﾟﾛｾｽによる

全ての形態での変化をさす。気候変動は、気候ｼｽﾃﾑ内での内部変化、あるいはその構成部分

の相互干渉、または自然による、あるいは人間活動による、外部強制力の変化によって、生

じる。IPCCの報告での将来的な気候変動予測は、一般的には、温室効果ｶﾞｽが人為的に増加す

ることや、他の人類に関係する要素による、気候への影響だけを考慮している。

気象感度

IPCC の報告では、気象感度は、通常、大気中の CO2濃度が倍増したのに引き続いておこる、

地球規模地表付近平均気温の、最終的な（平衡）変化をさす。より一般的には、これは、対

流圏（後述）の上層における放射強制力（後述）の単位変化に対する地表付近気温の、平衡

変化をさす。（℃／W m-2)

C O 2 固定能力肥沃化

厳密に言えば、これは、大気中CO2濃度の上昇の結果として生物的ﾌﾟﾛｾｽで生じる、陸上植物

の実質一次生産性の向上を意味する。実際には、標準の炭素ｻｲｸﾙのﾓﾃﾞﾙ計算上、 CO2 固定能

力肥沃化は、土地利用変化に関するものではない、陸上の炭素の変化全てを含めた、炭素吸

収の意味で使われている。

化石C O 2 排出

これには、大気中炭素の実質勘定に対する、土地利用の変化に伴うとみなされるものを除い

た、全ての人為的（前述）寄与分が含まれる。実際には、寄与分は、化石燃料の燃焼（ﾌﾚｱｽ

ﾀｯｸを含む）によるものと、ｾﾒﾝﾄ製造によるものである。

温室効果ｶﾞｽ

地表、大気、および雲から排出される放射（赤外線放射）のｽﾍﾟｸﾄﾗﾑの中で、特定の波長の放

射を吸収する気体。逆に言うと、温室効果ｶﾞｽは、温度が表面より低い高度で、赤外線放射を

する。その実質的な影響は、一部の吸収したｴﾈﾙｷﾞｰの局所的な封じ込めであり、惑星表面の

温暖化傾向である。水蒸気（H2O）、二酸化炭素（ CO2 ）、二窒化酸素（N2O）、ﾒﾀﾝ（CH4）、

ｵｿﾞﾝ（O3）が、地球の大気における主要な温室効果ｶﾞｽである。ﾊﾛｶｰﾎﾞﾝ（後述）も、強力な
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温室効果ｶﾞｽである。FCCCの用法では、ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ議定書で管理されるｶﾞｽを除いた、厳密な意味

での「温室効果ｶﾞｽ」として使われることがあることに注意されたい。

ﾊﾛｶｰﾎﾞﾝ

塩素、臭素、フッ素と炭素を含んだ化合物。これらの化合物の多くは、水素も含む。そのよ

うな化合物は、大気中では、強力な温室効果ｶﾞｽ（前述）として作用する。塩素と臭素を含ん

だﾊﾛｶｰﾎﾞﾝは、ｵｿﾞﾝ層の破壊物質にも含まれている。ﾊﾛｶｰﾎﾞﾝのﾀｲﾌﾟとしては、塩素、フッ素、

炭素だけから成るCFC（ｸﾛﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ）、水素も含んだ HCFC（ﾊｲﾄﾞﾛｸﾛﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ）、水素、

フッ素、炭素を含んだHFC（ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ）、そして、炭素、フッ素、そして／または塩素、

臭素を含むﾊﾛﾝ化合物がある。

ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ議定書

1987 年のｵｿﾞﾝ層破壊物質についてのﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ議定書、その後、ﾛﾝﾄﾞﾝ（1990 年）、ｺﾍﾟﾝﾊｰｹﾞﾝ

（1992年）、ｳｨｰﾝ（1995年）、ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ（1997 年）で修正がされたもので、成層圏のｵｿﾞﾝ層

を破壊する、塩素および臭素化合物の利用と生産を管理する。

ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ

一連の滑らかに変化する濃度の組み合わせで、安定化に向かう可能な道筋を示すもの。「ﾌﾟ

ﾛﾌｨｰﾙ」という用語は、そのような経路を、通常「ｼﾅﾘｵ」と呼ばれている、排出に関する経路

から区別するために使われている。

放射強制力

可能性のある気候変動ﾒｶﾆｽﾞﾑの重要性を示す単純な尺度。放射強制力は、地球大気ｼｽﾃﾑのｴﾈ

ﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽの揺れ（W m-2）で、例えば、二酸化炭素濃度の変化や、太陽からの放射の変化に

続いておこるものである。気象ｼｽﾃﾑは、放射強制力に反応して、ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾗﾝｽを再度回復しよ

うとする。正の放射強制力は、表面を暖める傾向があり、負の放射強制力は、表面を冷やす

傾向がある。放射強制力は、通常、地球規模の年平均の数値として引用される。IPCC報告書

で使われているような、放射強制力のより詳しい定義では、表層ー対流圏ｼｽﾃﾑでのｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞ

ﾗﾝｽの動揺で、成層圏（後述）が、地球規模平均の放射平衡状態に再調整された後のものとし

ている。（IPCC 1994 報告書：Shine他、1995年）「気象強制力」と呼ばれることもある。

ｼﾅﾘｵ

将来どのように展開していくかについての、ありうる未来像で、重要な関係要素や、動かし
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ていく力（例えば、技術革新の度合い、物価）について、論理的で、内部的な統一性のある

仮定条件に基づいたもの。ｼﾅﾘｵが、予想でも予測でもないことに注意されたい。

成層圏

対流圏（後述）の上層にありﾄﾛﾎﾟﾎﾟｰｽﾞ（後述）（平均して、高緯度では9km、熱帯地方では

16km上空）から50km上空まで伸びている、安定した、層状の発達している大気層。

ﾄﾛﾎﾟﾎﾟｰｽﾞ（圏界面）

対流圏（後述）と成層圏（前述）の間の境界面

対流圏

大気の最も下層にある層で、中緯度では、地表から10kmの高度までにあり（平均して、高緯

度では、9km上空、熱帯地方では16km 上空）、雲や、「天気」現象がおきる層。対流圏は、

一般的に高度が上がるごとに気温が低下する層と定義されている。

F C C C 付属書I 諸国

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 日本

ｵｰｽﾄﾘｱ ﾗﾄﾋﾞｱ

白ﾛｼｱ ﾘﾄｱﾆｱ

ﾍﾞﾙｷﾞ- ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ

ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ ｵﾗﾝﾀﾞ

ｶﾅﾀﾞ ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ

ﾁｪｺｽﾛﾊﾞｷｱ ﾉﾙｳｪｰ

ﾃﾞﾝﾏｰｸ ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ

欧州経済共同体 ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ

ｴｽﾄﾆｱ ﾙｰﾏﾆｱ

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ ﾛｼｱ連邦

ﾌﾗﾝｽ ｽﾍﾟｲﾝ

ﾄﾞｲﾂ ｽｪｰﾃﾞﾝ

ｷﾞﾘｼｬ ｽｲｽ

ﾊﾝｶﾞﾘｰ ﾄﾙｺ

ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ ｳｸﾗｲﾅ

ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 英国
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ｲﾀﾘｱ 米国



GISPRI 仮訳

42

付録５ ｲﾆｼｬﾙと略語

AGBM ﾍﾞﾙﾘﾝﾏﾝﾃﾞｰﾄ・ｱﾄﾞﾎｯｸｸﾞﾙｰﾌﾟ（国連FCCC下）

AOSIS 小島嶼諸国

CFCs ｸﾛﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ

COP 締約国会議（国連FCCC条約の）

Dn80s 1980年代平均の土地利用変化に伴う実質排出量

Dn＝実質森林後退

EIS ｴﾈﾙｷﾞｰと産業のｻﾌﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ

EU 欧州連合

FCCC 気候変動枠組条約

ghg 温室効果ｶﾞｽ

GNP 国民総生産

GWP 地球温暖化ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ

HCFCs ﾊｲﾄﾞﾛｸﾛﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ

HFCs ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ

IPCC 気候変動に関する政府間ﾊﾟﾈﾙ

IS92 IPCC第２次評価報告書（1992年）の補完報告書で定義される

IPCC排出ｼﾅﾘｵ

OECD 経済開発協力機構

PFC ﾊﾟｰﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ

QELROs 数量目的

S　ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ IPCC 1994年報告書（Schimel他, 1995年)  (Enting他, 1994

年)で定義された、 CO2濃度安定化までの濃度ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ

SAR IPCC第２次評価報告書

SBSTA 科学的・技術的助言のための補助機関（国連FCCCの）

TP IPCC技術報告書

WG I, II, III IPCC作業部会I, II, III

WMO 世界気象機関

WRE ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ Wigley他（1996年）が定義する、安定化までのCO2濃度ﾌﾟﾛ

ﾌｨｰﾙ
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各国提案の排出抑制案を表すのに使われた略称

AOSIS 小島嶼諸国案

AT ｵｰｽﾄﾘｱ案

BE ﾍﾞﾙｷﾞｰ案

CH ｽｲｽ案

DE ﾄﾞｲﾂ案

DK ﾃﾞﾝﾏｰｸ案

EU 欧州連合案

FR ﾌﾗﾝｽ案

NL ｵﾗﾝﾀﾞ案

UK 英国案

ZR ｻﾞｲｰﾙ（現ｺﾝｺﾞ民主共和国）案

化学式

Br 臭素原子

CFC-11 CFCl3、同じくCCl3F（ﾄﾘｸﾛﾛﾌﾙｵﾛﾒﾀﾝ）

CFC-12 CF2Cl2、同じくCCl2F2（ｼﾞｸﾛﾛｼﾞﾌﾙｵﾛﾒﾀﾝ）

CH4 ﾒﾀﾝ

Cl 塩素原子

CO 一酸化炭素

CO2 二酸化炭素

HCFC-134a CH2FCF3

HCFC-22 CF2HCl（ｸﾛﾛｼﾞﾌﾙｵﾛﾒﾀﾝ）

N2O 一酸化二窒素（亜酸化窒素）

NO 一酸化窒素

NO2 二酸化窒素

NOx NOと NO2の合計

O3 ｵｿﾞﾝ

OH 水酸基

S 硫黄原子

SF6 6フッ化硫黄

SO2 二酸化硫黄

SO4
2- 硫酸ｲｵﾝ
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付録６ 単位

S I （国際ｼｽﾃﾑ）単位

物理的性質                             単位名称            記号

長さ ﾒｰﾄﾙ m

質量 ｷﾛｸﾞﾗﾑ kg

時間 秒 s

熱力学上温度 絶対温度 K

物質量 ﾓﾙ mol

小数点以下         冠頭詞    　　記号 累乗      　　冠頭詞         記号

10-1 ﾃﾞｼ 　　d 10 　　ﾃﾞｶ da

10-2 ｾﾝﾁ 　　c 102 　　ﾍｸﾄ h

10-3 ﾐﾘ 　　m 103 　　ｷﾛ k

10-6 ﾏｲｸﾛ 　　μ 106 　　ﾒｶﾞ M

10-9 ﾅﾉ 　　n 109 　　ｷﾞｶﾞ G

10-12 ﾋﾟｺ 　　p 1012 　　ﾃﾗ T

10-15 ﾌｪﾝﾄ 　　f 1015 　　ﾍﾟﾀ P

10-18 ｱｯﾄ 　　a 1018 　　ｴｸｻ E

特定のS I 関連単位の固有名称と記号

物理的特性         SI単位名称                  SI単位記号        単位の定義

力 ﾆｭｰﾄﾝ 　　N kg m s-2

圧力 ﾊﾟｽｶﾙ 　　Pa 　　 kg m-1s-2 (=N m-2)

ｴﾈﾙｷﾞｰ ｼﾞｭｰﾙ 　　J kg m2 s-2

電力 ﾜｯﾄ 　　W kg m2 s-3 (=Js-1)

周波数 ﾍﾙﾂ 　　Hz  s-1 (回／秒）

固有名称をもつS I 単位の小数点以下と累乗

物理的特性         　　単位の名称               単位記号            単位の定義

長さ 　　ｵﾝｸﾞｽﾄﾛｰﾑ Å  　　 10-10 m = 10-8 cm
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長さ 　　ﾐｸﾛﾝ μm 10-6 m

面積 　　ﾍｸﾀｰﾙ ha 10-4 m2

力 　　ﾀﾞｲﾝ dyn 105 N

圧力 　　ﾊﾞｰﾙ bar 　　 105N m-2 = 105 Pa

圧力 　　ﾐﾘﾊﾞｰﾙ mb 　　　 102N m-2 = 1 Pa

重量 　　ﾄﾝ t 103 kg

S I 単位外単位

℃ 摂氏温度（0℃＝約273Ｋ）

温度の違いも、正式な「摂氏温度」より、℃（＝Ｋ）で表す。

ppmv 容積の100万分の１（106）

ppbv 容積の10億分の１（109）

pptv 容積の１兆分の１（1012）

bn 10億

bp 現在より？（年）前

kpb 現在より？1000年前

mbp 現在より？100万年前

本報告書で使用される、容積単位は、一般的に使用されてきているもので、意図して、調和

させていないものとする。

例ー

kt ｷﾛﾄﾝ

GtC 炭素ｷﾞｶﾞﾄﾝ（１GtC＝二酸化炭素3.7Gt）

PgC 炭素のﾍﾟﾀｸﾞﾗﾑ（１PgC＝１GtC）

MtN 窒素ﾒｶﾞﾄﾝ

tC 炭素ﾄﾝ

TgC 炭素ﾃﾗｸﾞﾗﾑ（１TgC＝１MtC）

TgN 窒素ﾃﾗｸﾞﾗﾑ

TgS 硫黄ﾃﾗｸﾞﾗﾑ
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